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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

(1) 連結経営指標等

 

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 2022年５月 2023年５月 2024年５月 2025年５月 2026年５月

売上高 (百万円) － － － － 39,331

経常利益 (百万円) － － － － 2,067

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) － － － － 6,684

包括利益 (百万円) － － － － 6,729

純資産額 (百万円) － － － － 18,831

総資産額 (百万円) － － － － 70,482

１株当たり純資産額 (円) － － － － 476.58

１株当たり当期純利益 (円) － － － － 168.91

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － 154.36

自己資本比率 (％) － － － － 25.5

自己資本利益率 (％) － － － － 37.2

株価収益率 (倍) － － － － 2.03

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － － △1,795

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － － △8,266

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) － － － － 8,648

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) － － － － 7,272

従業員数
(名)

－ － － － 227
〔外、平均臨時雇用者数〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔－〕 〔16〕

 

(注)１．第48期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．第48期の自己資本利益率は、連結初年度であるため、期末自己資本に基づいて計算しております。

３．従業員には、正社員及び契約社員を含んでいます。なお、( )内に派遣従業員の平均雇用人員を外数で記載して

います。

４．当社は、「株式給付信託（BBT-RS）」を導入しており、当該信託が保有する当社株式を「１株当たり純資産

額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めており、また、「１株当たり当期純利益」及

び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 2022年５月 2023年５月 2024年５月 2025年５月 2026年５月

売上高 (百万円) 6,064 7,444 4,765 5,419 7,123

経常利益 (百万円) 1,018 1,081 302 222 212

当期純利益又は当期純損失
（△）

(百万円) 835 765 212 △657 389

持分法を適用した場合
の投資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) 2,000 2,000 2,000 2,300 2,391

発行済株式総数 (株) 10,789,800 10,789,800 10,789,800 12,060,300 42,068,762

純資産額 (百万円) 11,109 11,446 11,252 11,066 16,149

総資産額 (百万円) 18,948 17,237 15,156 16,748 29,621

１株当たり純資産額 (円) 1,049.08 1,080.93 1,062.61 917.56 407.05

１株当たり配当額（１株当
たり中間配当額）

(円)
40 40 30 3.5 13.0
(20) (20) (20) (2) (6)

１株当たり当期純利益又は
当期純損失（△）

(円) 78.85 72.27 20.10 △56.20 9.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － 8.99

自己資本比率 (％) 58.6 66.4 74.2 66.1 51.9

自己資本利益率 (％) 7.7 6.7 1.9 △5.9 2.9

株価収益率 (倍) 9.60 8.68 33.03 △5.98 34.86

配当性向 (％) 50.73 55.27 149.25 △6.23 132.11

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,270 2,379 886 551 －

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 771 △505 △1,597 △658 －

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △486 △2,309 △1,440 1,857 －

現金及び現金同等物の期末
残高

(百万円) 7,531 7,097 4,949 6,697 －

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
34 34 29 32 43
〔2〕 〔2〕 〔2〕 〔3〕 〔3〕

株主総利回り
（比較指標：東証スタンダー
ド）

(％)
(％)

92.6 98.6 88.7 51.5 53.8

(252.4) (286.8) (336.8) (362.5) (445.8)

最高株価 (円) 844 835 824 669 481

最低株価 (円) 715 646 658 277 313
 

(注)１．第48期より連結財務諸表を作成しているため、第48期の持分法を適用した場合の投資利益、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び

現金同等物の期末残高は記載しておりません。

２．第44期から第47期の持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社がないため記

載しておりません。

３．第47期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．最高・最低株価は、2022年４月４日の東京証券取引所の市場区分見直しにより、東京証券取引所スタンダード

市場におけるものであり、それ以前はＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)におけるものであります。また、株主総利

回りの算定に使用した比較指標につきましても、東京証券取引所JASDAQ(スタンダード)指標から東証スタン

ダード市場に変更しております。
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２ 【沿革】

当社は1983年６月28日、株式会社河合工務店に有限会社から組織変更しており、以降の沿革は以下のとおりです。

1983年６月 株式会社河合工務店に有限会社から組織変更

1984年６月 宅地建物取引業者の埼玉県知事免許を取得

1986年４月 本社を埼玉県越谷市南町に移転

1986年４月 越谷支店を埼玉県越谷市増森に開設

1987年３月 一級建築士事務所の埼玉県知事登録

1999年10月 「リベレステ株式会社」に商号変更

2000年12月 株式を店頭公開

2003年11月 東京支店を日本橋室町に開設

2004年12月 ジャスダック証券取引所に株式上場

2006年１月 本社を埼玉県草加市金明町に移転

2006年10月 東京支店を日本橋室町から日本橋一丁目に移転

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所JASDAQ（現スタンダード）に上場

2022年４月 東京証券取引所「スタンダード」市場に移行

2023年11月 株式会社シーラテクノロジーズとの「業務提携に関する基本合意書」の締結

2024年１月 株式会社シーラテクノロジーズとの「資本業務提携契約書」の締結

2024年６月 「株式会社クミカ」に商号変更

2024年10月 東京本社（東京都中央区）開設

2024年12月 株式会社シーラテクノロジーズの経営統合に係る「株式交換契約」の締結

2025年５月 特定建設業者の埼玉県知事許可「（特-6）第77356号」を廃業

2025年６月 株式会社シーラテクノロジーズとの経営統合により、同社を完全子会社化

「株式会社シーラホールディングス」に商号変更

本店を東京都渋谷区に変更。これに伴い旧本店を草加支店とし、東京本社を閉鎖

2025年7月 連結子会社シーラソーラーが株式会社寿より太陽光関連事業を譲受

2025年12月 株式会社シーラテクノロジーズを吸収合併

2026年1月 社員持株会設立

2026年7月 役員持株会設立
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2025年６月１日の株式交換により、当社の連結子会社となりました旧株式会社シーラテクノロジーズの株式会社

シーラホールディングスとの経営統合以前の沿革は以下のとおりです。

2010年９月 株式会社ユークスアセットマネジメントが事業開始

2012年１月 子会社シーラにて自社ブランドマンション第1号「SYFORME IRIYA」を販売

2013年７月 株式会社ユークスアセットマネジメントから株式会社SYホールディングスへ商号変更

2017年10月 株式会社SYホールディングスが株式会社シーラを株式交換により完全子会社化

2018年６月 株式会社SYホールディングスから株式会社シーラホールディングスへ商号変更

2021年６月
子会社シーラにて不動産クラウドファンディングプラットフォーム「利回りくん」のサービス開

始

2021年９月 子会社シーラにて特定建設業免許　東京都知事許可「(特-3)第154266号」を取得

2021年12月 株式会社DEVEL（現 株式会社シーラブレイン）を子会社化

2022年２月 日本太陽光発電株式会社（現 株式会社シーラソーラー）を子会社化

2022年７月 株式会社シーラホールディングスから株式会社シーラテクノロジーズへ商号変更

2023年３月 米国NASDAQ市場へ上場

2023年10月 子会社シーラにてオンライン不動産賃貸仲介アプリ「ietty」事業を譲受

2023年11月 子会社シーラにて建築塗装FC事業「スターペイント」を譲受

2024年11月 子会社シーラにて一級建築士事務所の東京都知事登録

2025年５月 米国NASDAQ市場での上場廃止
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３ 【事業の内容】

当社及び子会社３社(2026年５月31日現在)においては、不動産開発事業、不動産管理事業、建設事業、再生可能エ

ネルギー事業、その他事業の５部門に関係する事業を主として行っており、用地仕入れから企画・設計、建築、販

売、管理までをグループ内一気通貫でお客様へ提供できる垂直統合型のビジネスモデルを採用しております。この一

気通貫体制により、当社は徹底した品質管理、納期管理、コスト管理を実現できており高付加価値な不動産商品の開

発が可能となっております。

なお、各事業における当社の位置付け等は次のとおりであります。

 
(1) 総合不動産事業

当社の総合不動産事業は、完全子会社の株式会社シーラを中心に用地仕入れおよび販売のプロセスを担い、主力

となるマンションブランド「SYFORME」やオフィス・商業機能等を持つ複合ビルブランド「SYLA」、超高級ブランド

「THE SYLA」等の新築物件の企画・販売や、中古の区分マンションの買取・販売活動等を行っております。

 
(2) 不動産管理事業

不動産管理事業においては、垂直統合型モデルのうち管理を担っており、物件販売後のアフターサービスとし

て、賃貸管理（プロパティマネジメント）や建物管理（ビルマネジメント）に関連するサービスを包括的に提供し

ております。家賃集金や入居者の入退去対応等を代行することで、不動産所有者の負担を軽減し、管理効率の向上

を進めております。また、当社が「岩盤収益」と呼ぶ安定的かつ継続的な収益源は、当セグメントに属する自社保

有の不動産がもたらす賃料収入を中心に構成されており、不況や急激な外部環境の変化に対応しうる強固な財務基

盤を支えております。

 
(3) 建設事業

建設事業においては、完全子会社の株式会社シーラを中心に、一気通貫のモデルのうち設計および建築プロセス

や、外壁塗装工事のフランチャイズ事業を行っております。

これまで当社の建設事業は、「建築の内製化」の推進を掲げ、外注費の削減による建設原価の抑制に取り組み、

今期は自社施工案件である「SYFORME OMIYA」や「川崎Ⅱプロジェクト」の竣工に大きく貢献しました。

一方、今期におきましては、新たな取り組みとして基本・構造・設備設計の知見を有する設計部門による仕様の

見直しや、建設部門によるデベロッパー他社の建築工事案件の獲得にも成功しました。

今後、建設事業においては内製化の推進とデベロッパー他社の建築工事案件の獲得を推進し、当社のさらなる収

益力アップに貢献いたします。

 
(4) 再生可能エネルギー事業

再生可能エネルギー事業においては、不動産デベロッパーとして培った不動産開発や権利調整のノウハウを転用

し、近接領域に進出した事業でございます。グループ会社である株式会社シーラソーラーは、太陽光発電に関わる

すべての工程を一括して担うシステムインテグレーターとして、用地仕入れから設計・施工、運用、保守管理まで

を担います。

 　また、これまでのノウハウ活用や社会情勢等による需要の高まり、当社既存事業とのシナジーを勘案し、2025年

12月には当社グループ第１号となる系統用蓄電所の取得を行いました。取得した蓄電所は、2026年５月期末時点で

は試運転を開始しており、同年９月より需給調整市場へ参入し、今後、2027年12月末までに保有蓄電所を4基まで拡

大する計画です。

 
(5)その他事業

ベンチャー企業へのエクイティ出資を行い、中・長期でのキャピタルゲインをあげる投資事業を行っておりま

す。
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４ 【関係会社の状況】

 

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容

議決権の所有

割合又は被所有

割合(％)

関係内容

（連結子会社）      

株式会社シーラ
（注１，５）

東京都
渋谷区

446
不動産売買、マンション開発、賃貸
管理、建物管理、クラウドファン
ディング事業 、総合建設業等

100.0

資金の貸付

債務保証、債務被保証

開発案件の受託

経営指導、役員の兼任

株式会社シーラソーラー
愛知県
名古屋市
中区

64
発電所販売事業（太陽光・蓄電
所）、請負工事（太陽光発電所、蓄
電所等）、売電事業等

97.7 債務保証

株式会社シーラブレイン
（注４）

東京都
渋谷区

16
AIとRPAを活用したデータ収集・分析
及び業務自動化ソリューション事業

66.6 ー

（持分法適用会社）      

株式会社transista
東京都
渋谷区

10
事業用賃貸ビルの仲介・賃貸管理業
務、オフィス・店舗の内装デザイン
及び施工業務等

28.8 ー

 

(注) １．株式会社シーラは、特定子会社であります。

２．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．上記のほか、非連結子会社が６社ありますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。

４．株式会社シーラブレインについては、現在清算中であります。
５．株式会社シーラについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10%を超えております。

主要な損益情報等　 ①　売上高　　31,508百万円

②　経常利益　 1,447　〃

③　当期純利益　 774　〃

④　純資産額 　5,863　〃

⑤　総資産額　44,310　〃
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境および対処すべき課題は、以下の通りであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営の基本方針

当社は、1970年９月に躯体工事の主要構造部分である型枠大工工事業に特化し、一貫して経営理念である「もの

づくり」にこだわり、現場主義の経験則からプロとして社会に広く貢献していくことを経営の基本方針としており

ます。また、環境の変化に対応した利益重視の経営を行っており、建築・住宅供給を通し企業発展を目指してまい

りました。

当社は、2025年６月１日に株式会社シーラテクノロジーズとの経営統合を実施いたしました。

旧クミカの不動産開発事業・建築事業・不動産販売事業は、埼玉県南部を中心とする取引先とのネットワークや

地域密着型のサービスを強みとし、安定した財務基盤を有しておりました。

　一方、シーラグループは、権利調整から不動産管理までの各工程を一気通貫で提供する垂直統合型ビジネスモデ

ルや企画力・販売力のもと、東京23区や神奈川県川崎市、横浜市等の都市部での不動産開発を得意としておりまし

た。また、物件販売後は建物管理、賃貸管理の役割を担うことで、当社が「岩盤収益」と呼ぶストック収益基盤の

拡大を推進し、不況に強い組織づくりを推進しております。

本経営統合を通じて、各事業セグメントにおける両者の強みを活かすべく、シナジーの追求を推進してまいりま

す。具体的には、人員配置の見直し等によるグループ全体の組織体制の最適化や、情報集約による事業機会拡大、

生成AIの利活用による業務効率化を図り、グループ全体の収益力向上および企業体質の強化に努めました。

当社は今後、中・長期的に、デベロッパーの資金調達、仕入れ、モノづくり、販売、管理までの全てを支援する

「デベロッパーのインフラ」を目指してまいります。

 
(2) 目標とする経営指標

当社は、生産性の向上と、内製化の推進および徹底的な原価管理による収益性強化と、安定的な収益を生むス

トック型収益（岩盤収益）の拡充による持続可能な成長基盤を確立いたします。

また、経営方針の１つとして株主の皆様への継続的かつ積極的な利益還元を掲げており、2030年５月期には総資

産1,000億円、ROA５%、ROE15％、DOE４%を目指してまいります。

 
(3) 経営環境及び対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復基調で推移する見込みですが、中東情勢の悪化などの地政学

リスクの高まりによる原材料価格の高騰や物価上昇等には引き続き注視する必要があり、依然として先行きは不透

明な状況が続くものと考えております。

当社グループの主力事業である収益用マンション市場におきましては、単身者や少人数世帯等の若年層を中心と

した都心への人口移動の継続などを背景に、賃貸、実需ともに底堅い需要が続くものと予想され、資産運用に対す

る社会的関心が高まるなか、分散投資のひとつとして安定した収益を不動産に求める購入者層の一層の拡大が見込

まれております。当社グループ主力の収益用マンションは、単身者や少人数世帯の生活を支えるインフラとして、

また、安定した収益を不動産に求める方への資産運用商品として、その社会的役割は一層高まっていくものと考え

ております。

用地仕入・不動産開発におきましては、首都圏における土地価格をはじめ、建築資材価格や労務費が高騰してい

ることから、収益性の見極めが一層重要になるものと考えられます。

このような状況において、当社グループは、採算性を重視した積極的な仕入れおよび社会やお客様のニーズを適

確に捉えた不動産企画、販売チャネルの開拓、生成AIの活用による業務効率化の推進など様々な取り組みを行い、

企業としての成長力を高めてまいります。
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① 経営統合による新たな成長基盤の構築

　シーラグループの不動産開発・販売ノウハウを活かし、東京23区、川崎市、横浜市等の都心部を中心とした収益

性の高い不動産開発を加速、良質な案件を迅速に確保できる体制を整備し、収益力の向上を図ります。

 
② 経営ガバナンスとコンプライアンス体制の構築

　社外取締役・監査等委員の登用による経営の監視機能を強化し、全社員を対象とした法令等遵守・倫理研修を制

度化し、健全な企業文化を再構築します。また、内部通報制度の再整備や定期的なリスクレビューの導入により透

明性と信頼性を高めます。

 
③ 財務体質の強化と黒字転換への具体策

　不採算事業の整理と収益性の高い分野への集中を行い、不要資産の売却やコスト構造の見直しにより、キャッ

シュフローの安定化を図ります。シーラグループの顧客基盤や販売チャネルを活用し、短期的な売上拡大を目指し

ます。

 
④ 企業文化と人材戦略の刷新

　当社のスローガンである「不動産投資を民主化する」という価値観のもと、新たな組織文化を形成します。実務

能力に加え、高い倫理観と自立性を持つ人材の教育を推進します。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　　当社グループのサスティナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 
(1) ガバナンス

当社グループのガバナンスの基本は、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガバナンスの状況等 (1) コー

ポレート・ガバナンスの概要 」に記載のとおりです。

　サステナビリティ関連のリスク及び機会についても、上記の体制の下、監視及び管理を行っております。

　なお、当社グループでは、内部監査体制の充実と実効性の向上を目指して、内部監査室は代表取締役のみなら

ず、取締役会並びに監査等委員会に対しても連携して直接報告する仕組みで、デュアルレポーティングラインの構

築を図っております。

 
(2) リスク管理

当社グループは、サステナビリティに関連するリスクを含め、会社に重要な影響を与える可能性があるものをリ

スクとして把握し、その影響を最小限に抑えるために、リスク管理体制を整備し、主要なリスクの状況について定

期的にモニタリング、評価及び分析を行っております。具体的には、「第４ 提出会社の状況 ４ コーポレート・ガ

バナンスの状況等 (1) コーポレート・ガバナンスの概要 ②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由 」

に記載のとおりであります。

(人的資本に関するリスク管理)

リスク管理の観点からも、多様な人材を育成し、当社グループのビジネスについてあらゆる観点で事案を評価で

きる人材を育てます。そのためには、社員の様々なキャリアプランを尊重し、その実現のための支援を行ってまい

ります。特に、不動産業界に身を置く当社としては、法務・税務に精通した人材育成に注力し、場合によっては、

外部スペシャリストとの連携を図ることにより、最新の情報を取り入れながら業務を遂行し、様々なリスクをヘッ

ジしてまいります。

 
(3) 人的資本に関する戦略

当社グループは、組織規模の拡大とともに、人員構成や人事制度の多様化に伴う新たな人事課題に直面しており

ます。こうした状況を踏まえ、①人事評価制度の再構築、②ビジネスリーダーの計画的育成、③新規加入者へのケ

ア・エンゲージメント強化を、重要な経営課題として認識しております。

これらの経営課題に対し、当社グループでは、人事・組織に関する課題を継続的に議論し、具体的な施策につな

げる取組みを進めております。前期においては、任意設置の指名報酬委員会において人事関連事項の協議を行うと

ともに、2025年11月に社員意識調査を実施し、組織・人材面における課題の把握を行っております。
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これらの取組みは取締役会に報告のうえ継続的に実施しており、今後も社員意識調査等を通じて組織・人材面の

課題や変化を把握し、その結果を人事施策の検討・実施につなげることで、人的資本の強化を図ってまいります。

 
① 人事評価制度の再構築

経営統合等により、評価運用の異なる複数の組織が一つとなったことで、評価基準や処遇水準の考え方をグルー

プ全体で統一的に整理していくことが重要なテーマとなっております。こうした状況を踏まえ、当社グループでは

評価制度の体系化・標準化を進め、評価者・被評価者双方の運用面での負荷軽減を図りつつ、公正性・納得性の高

い評価制度への再構築に取り組んでおります。

 
② ビジネスリーダーの計画的育成

当社グループでは、組織規模の拡大に伴い、次世代の経営・事業を担う人材の計画的な育成が重要であると認識

しております。また、2025年11月に実施した社員意識調査の結果等も踏まえ、幹部候補生育成プログラムの検討を

進め、当期において「SYLA 次世代リーダーズプロジェクト」として新たに創設し、次世代リーダー候補の計画的

な育成に着手しております。人材育成にあたっては、従来の成果を重視した評価・育成に加え、中長期的なキャリ

ア形成と自律的な成長を重視しております。次世代の幹部候補に対しては、階層別・テーマ別の研修プログラムに

加え、部門・事業領域を横断した業務経験を計画的に付与することで、幅広い事業理解と経営的視点の獲得を図っ

ております。

 
③ 新規加入者へのケア・エンゲージメント強化

統合に伴い、中途採用者・新卒者を中心に新たに加わった社員が増加しており、これらの社員が早期に組織へ適

応し、安心して活躍できる環境を整えることを重要なテーマとして認識しております。事業内容・価値観への理解

を深める研修機会の提供等を通じて、新規加入者の定着とエンゲージメント向上に取り組んでまいります。

 
(4) 人的資本に関する指標及び目標

当社グループは比較的若い年齢層の従業員が多く、今後、育児等のライフイベントを迎える社員の増加が見込ま

れます。当社グループは育児休業制度をはじめ男女とも取得しやすい環境の整備に取り組んでおり、女性の育児休

業からの復職率は高い水準にあります。男性の育児休業取得者数は現状少数にとどまっておりますが、今後の取得

者数の増加を見込んでおります。管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合及び男性労働者の育児休業取

得率について、現時点では具体的な数値目標は定めておりませんが、今後、目標値の策定を進めてまいります。

女性管理職の登用については、性別を問わず能力本位の登用を基本方針としております。管理部門では女性管理

職の比率が相対的に高い一方、事業部門では現状比率が低く、部門間で差が生じております。この差の背景には、

不動産業における事業部門の職務特性や、これまでの人員配置の経緯があるものと認識しております。今後は、比

較的若い年齢層の従業員が多く、ライフステージの変化を迎える社員が増加することも踏まえ、事業部門を含めた

管理職候補者の育成・教育を進め、組織拡大に伴う次世代リーダー候補の登用を図ってまいります。

 
(5) 環境・エネルギー・災害対応への取組

当社グループは、環境負荷の低減と持続可能な社会の実現を重要な経営課題と位置づけ、グループ全体で再生可

能エネルギーの活用や省エネルギー対策に取り組んでいます。具体的には、太陽光発電設備や系統用蓄電所の導

入、省エネ性能の向上、創エネルギーと省エネを組み合わせた建物設計などを通じ、脱炭素社会への移行や地域循

環型エネルギー社会の構築に貢献しています。災害対応においては、停電時の非常用電力供給体制を、一部の先進

的な物件で導入しています。共用部や一部住戸において、蓄電池と太陽光発電を活用した非常時電力の供給体制を

整備し、入居者の安全・安心を確保する取り組みとして実施しています。これらの施策は、グループ子会社である

シーラソーラーによる再生可能エネルギー事業や、当社グループ開発物件への省エネ・創エネ設備導入を通じて具

体化されており、環境価値の向上と防災対応の両立を目指しています。今後も、グループ全体で再生可能エネル

ギーの普及と災害対応施策を推進し、持続可能なエネルギー基盤と安全な社会づくりに貢献してまいります。
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(6) 知的財産権について

① リスクが顕在化した場合に連結会社の経営成績等の状況に与える影響の内容等

当社グループは現在、 他社の知的財産権を侵害している事実は認識しておりません。 しかしながら、 当社グ

ループの認識していない知的財産権が既に成立していることにより当社グループの事業運営が制約を受ける場合や

第三者の知的財産権の侵害が発覚した場合等においては、 信用失墜や損害賠償請求等が発生し、 当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 また、第三者が当社グループの技術などを使用し、市

場において当社グループの競争力に悪影響を与える可能性があります。

 
② リスクが顕在化する可能性の程度や時期、 当該リスクへの対応策

当社グループは第三者の知的財産権を侵害しないような体制を構築しておりますが、 万が一、当社グループが

第三者の知的財産権を侵害してしまった場合には、極めて大きな問題に発展する可能性のある重要なリスクである

と認識しております。 当社グループは、これらのリスク低減を図るために、 新規事業の開始時点において、 法

務室のコンプライアンスチェック (第三者の知的財産権の侵害等の確認を含む) を受けるなどのプロセスを設け、

知的財産権等を侵害することがないよう運営しております。

また、第三者が当社グループの技術などを使用する可能性は常にあるものと認識しております。 当該リスク低

減を図るために、 商標登録や自社製品に関する特許を取得することで第三者による知的財産権の侵害を防いでお

ります。

 
３ 【事業等のリスク】

当社の経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。なお、当社

（株式会社シーラホールディングス）は、2025年６月１日に株式会社シーラテクノロジーズとの経営統合を行い、持

株会社体制のもとで、不動産の開発・販売・管理、建設及び再生可能エネルギー等の事業を営んでおります。文中に

おける将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経済環境の変化による影響について

当社グループの主力事業である総合不動産事業は、需要動向により開発用不動産物件の取得が左右される傾向が

あります。需要動向は国内の景気動向、不動産市況、金利動向、建設価格の動向、不動産関連税制等の影響を受け

やすく、また、当社グループは首都圏（東京23区、川崎市、横浜市等）における単身者向けを中心としたレジデン

ス（住居用不動産）の開発・販売を主要な事業領域としているため、これらの地域における賃貸需要、入居率及び

賃料水準の動向による影響を受けやすい特性があります。これらの経済環境の変化は、当社グループの業績や財政

状態に影響を与える可能性があります。

 
(2) 法的規制等について

当社グループは、主に不動産の開発、販売、賃貸及び管理並びに建設に関する事業を行っており、当社グループ

の属する不動産業界は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、都市計画法、建築基準法、建設業法、賃貸住宅の管

理業務等の適正化に関する法律等により法的規制を受けております。当社グループは、宅地建物取引業法に基づく

免許（国土交通大臣(3)第8560号 ほか）、建設業法に基づく許可等、事業の遂行に必要な免許・許認可を受けて事

業を行っております。当社グループとしては、事前の調査を尽くすことによりプロジェクトの遂行可能性に関する

確認を行っておりますが、将来においては現在では予測できない法的規制が設けられることも皆無とはいえませ

ん。こうした規制が設けられた場合には、当社グループの事業活動自体が制約される可能性があるほか、これらの

規制を遵守できなかった場合には、予測困難な事業コストが生じる懸念があり、当社グループの業績や財政状態に

影響を与える可能性があります。

また、連結子会社である株式会社シーラが運営する不動産クラウドファンディングサービス「利回りくん」につ

いては、不動産特定共同事業法に基づき運営しておりますが、今後、同法の改正等が生じる可能性があります。か

かる改正等が生じた場合は、当社グループとして直ちに対応していく方針ですが、改正による規制強化等によって

事業運営に与える影響が大きい場合には、当社グループの事業活動並びに財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

さらに、当社グループが取り組む再生可能エネルギー事業（太陽光発電及び系統用蓄電所に係る事業）について

は、電気事業法、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（FIT・FIP制度）等の法的

規制を受けており、これらの制度の変更等が生じた場合には、当該事業の運営並びに当社グループの業績及び財政

状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 金利動向の影響について

当社グループの総合不動産事業において、購入者は主として金融機関の投資用不動産ローンを利用しておりま

す。また、開発事業に係るプロジェクト資金及び販売用不動産の取得財源の一部を金融機関からの借入金によって

いるため、金利動向や金融情勢等の大幅な変動があった場合には、支払利息の増加や資金調達環境の変化を通じ

て、当社グループの業績等が著しく変動する可能性があります。なお、経営統合に伴う事業規模の拡大及び機動的

なプロジェクト仕入れの推進に伴い、当社グループの有利子負債残高は増加しており、金利動向による影響を受け

やすい状況にあります。　

 
(4) 取引先の信用リスクについて

開発事業及び建設事業においては、施工会社との間で工事請負契約を締結して建物の建築工事等を行うことがあ

り、また、当社グループは他の不動産デベロッパー等から建築工事を請け負う建築工事請負案件にも取り組んでお

ります。施工会社が信用不安に陥った場合には工期遅延等が生じ、また、発注者その他の取引先の信用低下により

経済的損失が発生した場合には、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

 
(5) 引渡し時期による業績の変動について

当社グループでは、不動産の売却においては引渡基準を採用しています。当社グループでは、引渡時期による業

績の変動がないように案件管理・期日管理を徹底しておりますが、案件によっては１件あたりの売上高や損益が財

務数値に大きな影響を与えることもあり、そのような案件の引渡時期が計画に対して前後することにより、当社グ

ループの四半期や年度損益に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループでは、土地の売却と建築工事の

請負を組み合わせたスキーム等、案件ごとに規模や収益認識の時期が異なる取引を行っており、建築工事請負案件

については工事の進捗に応じて一定の期間にわたり収益を認識するため、工事の進捗状況や竣工・引渡時期の変動

により、当社グループの四半期又は年度の業績及び財政状態に偏りが生じる場合があります。

 
(6) 自然災害、震災等によるリスクについて

地震、暴風雨、洪水等の自然災害、暴動、火災等の人災、感染症の拡大が発生した場合、当社グループが保有す

る不動産の価値が大きく毀損する可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループが保有する不動産は、売却時の需要を勘案した上で、東京を中心とする首都圏所在の比率が

高い状況にあり、当該地域における地震その他の災害、地域経済の悪化等により、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

 
(7) 在庫リスクについて

当社グループが保有する棚卸資産（販売用不動産及び仕掛販売用不動産等）の中には、市況や販売計画により、

短期的な販売を目的としていない物件や販売までに一定の期間を要する物件が含まれております。当社グループの

棚卸資産の残高は、経営統合に伴い大幅に増加しております。これらの在庫について、市況の悪化や顧客ニーズの

変化等によっては、在庫の長期滞留化、販売価格の低下に伴う在庫の評価損の計上、資金負担の増加が生じる可能

性があり、その場合には当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能性があります。当社グループの保有在

庫の中には、短期的な販売を目的としていない物件があり、これらは主に過去の仕入れ方針に基づいて仕入れたも

のの現時点までに販売が完了していない物件や、他社の不良資産処理として持ち込まれ市場価格より低価格で購入

した物件等であります。これらの在庫について、市況の悪化や顧客ニーズの変化等によっては、在庫の長期滞留

化、販売価格の低下に伴う在庫の評価損、資金負担が増加する可能性があり、その場合には当社の業績や財政状態

に影響を与える可能性があります。

 
(8) 建築費について

当社グループのマンション等の建築は、自社施工か施工会社への発注のいずれかですが、建築資材の価格や工事

労務費の高騰、資材調達の遅延等により、工事請負金額が上昇し、又は工期が長期化した場合には、利益率が低下

する可能性があり、当社グループの業績や財政状態に影響を与える可能性があります。

 
(9) 開発事業における近隣住民の反対運動について

マンションの建設にあたっては、建設地の周辺環境に十分配慮し、関係する法律、自治体の条例などを検討して

開発計画を立てるとともに、事前の説明会を開催し近隣住民の理解を得ておりますが、日照問題、環境問題、建設
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中の問題などを理由に近隣住民の反対運動が起きる場合があります。その場合には、計画に変更が生じたり追加工

事の発生等が生じ、当社の業績に影響を与える可能性があります。

 
(10) 土地の仕入について

当社グループでは、開発事業用地等の取得にあたり、売買契約書締結前に綿密な事前調査を行っておりますが、

締結後、稀に地中障害や土壌汚染等の隠れたる瑕疵が発見されることがあります。この場合には、当社に追加費用

が発生することがあり、当社の業績等に影響を与える可能性があります。

 
(11) 個人情報の取扱いについて

当社グループは、不動産の販売・賃貸・管理並びに不動産クラウドファンディングサービス「利回りくん」及び

オンライン賃貸仲介サービス「ietty」等の事業活動に伴い、多数の顧客・投資家・入居者等に係る個人情報を始め

とする様々な情報を入手しております。個人情報等の管理におきましては、細心の注意を払っておりますが、不測

の事態により個人情報が外部に流出した場合には、損害賠償や当社グループの信用力低下により、当社グループの

業績等に影響を与える可能性があります。

 
(12) 訴訟のリスクについて

当社は、2023年７月５日より、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（以下「出資法」とい

う。）違反等の容疑で地方検察庁より起訴され、2024年３月19日、東京地方裁判所より、上記法律違反により罰金

1,200万円に処するとの判決を受けております。

当該事案に関連して、一部の元融資先から請求や通知を受けて協議を行い、和解に至っているものの、今後も他

の元融資先から損害賠償請求訴訟等を提起される可能性がございます。これらの事象が発生した場合には、訴訟内

容や損害賠償額及びその結果により、当社の社会的信用に影響を及ぼす可能性がございます。

なお、当社が起訴されている関連法令及び当社の元代表取締役社長が書類送検されている関連法令以外の法令に

抵触する重要な事実はありません。

 
(13) 不動産クラウドファンディングサービス「利回りくん」案件募集時に成立下限額を調達できない場合について

連結子会社である株式会社シーラが運営する「利回りくん」にて大型案件を募集する際には、案件成立にあたっ

ての下限調達額を設定することがあります。投資家からの応募金額が下限調達額を下回る場合には案件自体が成立

せず、応募金額は投資家に返還することになりますが、案件の不成立が続く場合には投資家からの応募が減少して

いく可能性があります。ひいては当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、成立下限額を調達できない場合、募集の再開などで不動産の売買契約の条件によっては、売主へ違約金を

支払う場合があり、当該違約金の支払いが当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との比較・分析の記載は

しておりません。

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要並びに経営者の視点による当社の経営成績等

の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
　① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、雇用情勢・所得環境の改善等により緩やかな回復で推移しました。一

方、米国の政策動向や中東情勢の緊迫化等を背景とした不安定な国際情勢の影響による原油・原材料価格等の高

騰、資材調達環境の不安定化等による不透明な先行きが、我が国の景気を下押しするリスクとして引き続き留意す

る必要があります。

首都圏の新築マンション市場においては、不動産開発用地の仕入価格や建築資材価格の上昇等により、2025年度

（2025年4月～2026年3月）の新築マンション供給戸数は前年比2.6%減の2万1,659戸となり、1973年以降最小値と

なった2024年度をさらに下回る結果となりました。また、購入需要についても、高値圏での推移が続くほか、金利

上昇懸念等もあり、今後の事業環境の先行きは引き続き不透明な状況にあります（数字は株式会社不動産経済研究

所調べ）。

一方で、当社グループの主要領域である収益用マンション市場においては、東京23区や神奈川県川崎市、横浜市

の中心部では人口増加基調にあります。なかでも東京都は10代後半から20代の単身者を中心に直近５年間で転入超

過の状況が続いており、加えて単身者向け新築マンションの供給が減少していることから、底堅い賃貸需要環境が

継続しております。

 
（a）財政状態

（資　産）

当連結会計年度末における流動資産合計は、48,863百万円となりました。その主な内訳は、仕掛販売用不動産

19,501百万円、販売用不動産15,886百万円、現金及び預金10,149百万円であります。固定資産合計は、21,618百

万円となりました。その主な内訳は、有形固定資産18,354百万円であります。

この結果、当連結会計年度末における総資産合計は、70,482百万円となりました。

 
（負　債）

当連結会計年度末における流動負債合計は、19,352百万円となりました。その主な内訳は、１年内返済予定の

長期借入金7,175百万円、短期借入金7,028百万円であります。固定負債合計は、32,299百万円となりました。そ

の主な内訳は、長期借入金30,493百万円であります。

この結果、当連結会計年度末における負債合計は、51,651百万円となりました。

 
（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は、18,831百万円となりました。主な内訳は、資本剰余金4,154百万円、

利益剰余金11,668百万円であります。

 
（b）経営成績

当社グループは「不動産投資の民主化」をスローガンに掲げ、1口1万円から不動産投資を始められる不動産クラ

ウドファンディングサービス「利回りくん」を提供するとともに、不動産開発においては、用地仕入れから企画・

設計、建築、販売までのサービスを一気通貫で提供することで品質・コスト・スピードの最適化に取り組んでまい

りました。

また、主に首都圏で持続的な人口増加と経済成長が見込まれる地域へ、レジデンスやオフィス・商業機能を持っ

た複合ビル等のコンパクトな物件を積極的に供給する独自のランチェスター戦略を推進することで、大手企業との

競合を回避しながら効率的な経営資源の投下により、安定的かつ継続的な企業成長に努めてまいりました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は39,331百万円、営業利益は3,186百万円、経常利益は2,067百万
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円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は6,684百万円となりました。

 
（c）セグメントごとの経営成績

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（総合不動産事業）

総合不動産事業におきましては、当社グループの主力となるマンションブランド「SYFORME」やオフィス・商業

機能等を持つ複合ビルブランド「SYLA」、超高級レジデンスブランド「THE SYLA」等の新築物件の企画・販売

や、中古の区分所有マンションの販売活動等を行ってまいりました。

今期は、自社施工案件の「SYFORME OMIYA」や「川崎Ⅱプロジェクト」など新築物件13棟390戸の供給に加え、

新たな取り組みとして当社グループの他事業セグメントとの事業シナジーを活かしつつ資本回転率を高めるた

め、台東区秋葉原や神奈川区入江の土地売却を行うと同時に、当該土地に建築する建物の工事請負契約を締結い

たしました。

また、翌期以降の新築物件供給に向けた事業用地を積極的に取得する等により、売上高が34,374百万円、セグ

メント利益が5,593百万円となりました。

 
（不動産管理事業）

不動産管理事業におきましては、固定資産や一部の棚卸資産等からなり、当社グループの安定的かつ継続的な

利益成長を支える岩盤収益の中核機能を担っております。

今期は、建物管理や賃貸管理を中心とする事業活動を行い、特に西麻布エリアでのドミナント戦略の一環とし

て、中古物件リノベーション等による不動産再生を実施し、オフィスから高級レジデンスへの用途変更等による

不動産価値の再構築を行ってまいりました。その他、東京23区や神奈川県川崎市、横浜市等都心部の人口増加、

不動産価格の上昇や建築コストの増大による新築ワンルームマンションの供給減少を踏まえ、賃料引上げ交渉を

積極的に行い、獲得賃料収入を増加させた結果、不動産管理事業の売上高が2,843百万円、セグメント利益が894

百万円となりました。

 
（建設事業）

建設事業におきましては、今期第３四半期に竣工した「SYFORME OMIYA」や「川崎Ⅱプロジェクト」をはじめと

する新築マンションの自社施工や、外壁塗装工事のフランチャイズ運営を中心に事業活動を行ったほか、第４四

半期には、他の不動産デベロッパーや投資ファンドからの建築工事請負案件を獲得した結果、建設事業の売上高

が236百万円、セグメント損失が603百万円となりました。

なお、（総合不動産事業）に記載しました台東区秋葉原や神奈川区入江の土地に建築する建物に関する工事請

負契約につきましては、顧客との契約から生じる収益として、履行義務の充足に係る進捗度に応じて2027年５月

期から収益を計上する見込みです。

 
（再生可能エネルギー事業）

再生可能エネルギー事業におきましては、太陽光発電に関わる全工程を一括して担うシステムインテグレー

ターとして、開発用地の仕入れから設計・施工、運用、保守管理までのサービスを一気通貫で提供してまいりま

した。

今期は、埼玉県さいたま市の株式会社寿より太陽光発電関連事業を譲り受け、自社での土木工事が可能になっ

たほか、香川銀行からの融資を受け、系統用蓄電所の取得を行い、2026年９月の需給調整市場への参入に向けた

試運転等の段取りを進めた結果、再生可能エネルギー事業の売上高が1,712百万円、セグメント利益が39百万円と

なりました。

 
（その他事業）

その他事業におきましては、有望なベンチャー企業へのエクイティ投資や保有株式の一部売却により、その他

事業の売上高が182百万円、セグメント利益が8百万円となりました。

 
　② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,272百万円となり、前事業年度末に

比べ5,284百万円増加しました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に税金等調整前当期純利益7,484百万円、減

価償却費396百万円、負ののれん発生益7,909百万円、段階取得に係る差損2,259百万円、棚卸資産の増加による支

出3,767百万円等により1,795百万円の支出となりました。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に定期預金の預入による支出1,089百万円、

有形固定資産の取得による支出6,631百万円等により、8,266百万円の支出となりました。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の純増額5,222百万円、長期借

入れによる収入22,038百万円及び長期借入金の返済による支出17,653百万円、自己株式の取得による支出250百万

円、配当金の支払239百万円等により、8,648百万円の収入となりました。

 
　③ 生産、受注及び販売の実績

 a. 生産実績

当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(2025年６月１日～2026年５月31日)施工高

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

建設事業 484 －

再生可能エネルギー事業 200 －

合計 684 －
 

　　　　（注）セグメント間取引については、相殺消去しております。

 
 b. 受注状況

当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

(2025年６月１日～2026年５月31日)受注高

セグメントの名称
当期受注高 当期末残受注高

金額(百万円) 前期比(％) 金額(百万円) 前期比(％)

建設事業 3,352 － 3,322 －

再生可能エネルギー事業 471 － 205 －

合計 3,824 － 3,528 －
 

　　　　（注）セグメント間取引については、相殺消去しております。
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 c. 販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
(2025年６月１日～2026年５月31日)

金額(百万円) 前期比(％)

総合不動産事業 34,374 －

不動産管理事業 2,839 －

建設事業 236 －

再生可能エネルギー事業 1,697 －

その他事業 182 －

合計 39,331 －
 

　　　　（注）セグメント間取引については、相殺消去しております。

 
(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 
　① 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開

示、並びに報告期間における収益・費用の報告数値に影響を与える見積りを行っております。当該見積りは、過去

の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々な要因に基づき実施しております。ただし、実際の結果は、経営環

境や事業特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は「第５ 経理の状況１ 連結財務諸表等(１) 連結財務諸

表　注記事項（重要な会計上の見積り）」に記載しております。

 
　② 当連結会計年度の経営成績等の分析

 経営成績等の分析については、「４．経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの作成の分析(1)

経営成績等の状況の概要」をご参照ください。

　

　③ キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報財政状態の分析

「第２ 事業の状況　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析(1)経営成績等の

状況の概要　②　キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、不動産、建築資材の購入のほか、製造費、販売費及び一般管理

費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資、Ｍ＆Ａ等によるものであります。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

　現状、運転資金及び投資資金は、営業活動によって得られた自己資金を充当し、不足する場合には金融機関から

の借入により資金調達をしておりますが、必要に応じて、増資や社債発行等により柔軟に対応することとしており

ます。

 
　④ 経営戦略の現状と見通し

　今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復基調で推移する見込みですが、中東情勢の緊迫化をはじめと

する地政学リスクの高まりによる建築資材の価格高騰や調達難、労務費の増大による建築費の高騰等コストプッ

シュインフレを引き起こす要素については引き続き注視する必要があり、依然として先行きは不透明であります。

このような状況下において、当社は中・長期的な資産価値の上昇が見込まれるエリアでの積極的な仕入れ及び生

成AIの利活用推進並びに電力需要の高まりに応じた蓄電所事業への参入等の様々な活動を行い、企業価値を高めて

まいります。
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これらの取り組みにより、売上面につきましては主力となる総合不動産事業における新築物件供給計画を14棟と

し、その他請負建築工事の進行等により2027年５月期の売上高は38,000～40,000百万円を予想しております。

また、利益面につきましては、建設工事の内製化や、建築仕様の標準化等の取り組みを推進することで営業利益

3,700～3,900百万円、経常利益2,375～2,500百万円、親会社株主に帰属する当期純利益1,472～1,550百万円を予想

しております。

なお、業績予想につきましては、ホルムズ海峡情勢の緊迫化が長期化した場合、下半期に竣工を予定している物

件の資材調達及び工期に影響を及ぼす可能性があることから、当該不確実性を踏まえ、上記のとおりレンジ形式に

て開示しております。

これらの業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性がございます。引き続き、外部環

境の変化等が当社グループの事業へ及ぼす影響を慎重に見極め、今後業績予想修正の必要が生じた場合には速やか

に開示いたします。

 
５ 【重要な契約等】

(1) 事業譲受

　当社は、2025年７月18日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社シーラソーラーが、株式会社寿

より、同社が展開する再生可能エネルギー分野の太陽光関連事業の事業譲渡契約を締結することを決議いたしまし

た。当契約に基づき2025年８月１日付で事業の譲受を完了いたしました。

詳細は、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりで

あります。

 
(2) 共通支配下の取引等

　当社は、2025年９月17日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社である株式会社シーラテク

ノロジーズを消滅会社とする吸収合併を決議し、2025年12月１日を効力発生日として、吸収合併を行いました。

詳細は、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりで

あります。

 
６ 【研究開発活動】

当連結会計年度において、該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は6,131百万円であり、その主なものは、総合不動産事業に係る収

益用不動産の取得費用5,922百万円、再生可能エネルギー事業に係る発電所等設備55百万円、本社増床に伴う改装費用

58百万円、その他95百万円によるものであります。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社における主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

2026年５月31日現在

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置

土地

(面積㎡)
その他 合計

本社

(東京都港区)

総合不動産事業

不動産管理事業 

建築事業

再生可能エネルギー事業

その他事業

統括業務施設 － －
－

( － )
49 49

43
( ３ )

賃貸用不動産
(東京都港区他)

不動産管理事業
賃 貸 用 マ ン
ション他

1,454 1
5,522

(7,910.12)
1 6,979

－
( － )

SYLA HOTEL AKASAKA

(東京都港区)
その他事業 宿泊施設 150 －

－
( － )

－ 150
－

( － )
 

(注) １. 帳簿価額「その他」は車両運搬具と工具、器具及び備品とリース資産であります。

２. 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員数を外数で記載しております。

 

(2) 国内子会社

2026年５月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)
セグメントの名

称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物及び

構築物
機械装置

土地

(面積㎡)
その他 合計

株式会社シーラ
本社
(東京都渋谷区)

総合不動産事
業

不動産管理事
業 

建築事業

再生可能エネ
ルギー事業

その他事業

統括業務施設 150 －
－

( － )
58 209

158
( 13 )

株式会社シーラ
賃貸用不動産
(東京都港区他)

不動産管理事
業

賃 貸 用 マ ン
ション他

2,187 －
5,668

(2,061.62)
3 7,859

－
( － )

株式会社シーラ
油島発電設備他
（岐阜県海津市
他

再生可能エネ
ルギー事業

太陽光発電設
備他

6 6
32

(3,864.99)
－ 46

－
( － )

 

株式会社シーラ
ソーラー

 

羽黒発電所他
（愛知県犬山市
他）

再生可能エネ
ルギー事業

 

太陽光発電設
備他

26 304
182

(123,609.37)
－

 
513

－

( － )

 

株式会社シーラ
ソーラー

トレーラーハウ
ス
（山梨県北斗
市）

その他事業 宿泊施設 － － － 21 21
－

( － )

 

(注) １. 帳簿価額「その他」は車両運搬具と工具、器具及び備品とリース資産であります。

２. 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員数を外数で記載しております。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年８月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 42,068,762 41,738,564
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株でありま
す。

計 42,068,762 41,738,564 － －
 

（注）提出日現在発行数には、2026年８月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 第１回新株予約権 第3回新株予約権 第4回新株予約権

決議年月日 2024/12/2 2024/12/2 2024/12/2

付与対象者の区分及び人数 取締役２名
取締役２名

従業員３名［２名］
取締役１名
従業員14名

新株予約権の数(個) 82［81］ 283 [278] 415

新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数 （株）

普通株式 891,000 普通株式 3,058,000 普通株式 45,650

新株予約権の行使時の払込金額(円) 73 73 303

新株予約権の行使期間
2025年６月１日～
2027年４月30日

2025年６月１日～
2027年４月30日

2025年６月１日～
2028年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円)

発行価格　 73
資本組入額 (注)３

発行価格　 73
資本組入額 (注)３

発行価格　 303
資本組入額 (注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が権利行
使時においても当社ま
たは当社の子会社、関
連会社の取締役（監査
等委員である取締役を
含む。）、執行役員ま
たは従業員の地位にあ
ることを条件とする。

新株予約権者が権利行
使時においても当社ま
たは当社の子会社、関
連会社の取締役（監査
等委員である取締役を
含む。）、執行役員ま
たは従業員の地位にあ
ることを条件とする。

新株予約権者が権利行
使時において、当社ま
たは当社の子会社若し
くは関連会社の取締役
（監査等委員である取
締役を含む。）、監査
役、執行役員または従
業員の地位にあること
を条件とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質
入れ、担保権の設定そ
の他の処分につき当社
取締役会の承認を要す
る。

新株予約権の譲渡、質
入れ、担保権の設定そ
の他の処分につき当社
取締役会の承認を要す
る。

新株予約権の譲渡、質
入れ、担保権の設定そ
の他の処分につき当社
取締役会の承認を要す
る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５ (注)５ (注)５
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 第5回新株予約権 第6回新株予約権

決議年月日 2024/12/2 2024/12/2

付与対象者の区分及び人数
取締役５名
従業員３名

外部協力者 １名

新株予約権の数(個) 810 50

新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数 （株）

普通株式 89,100 普通株式 5,500

新株予約権の行使時の払込金額(円) 411 437

新株予約権の行使期間
2025年６月１日～
2030年７月31日

2025年６月１日～
2031年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円)

発行価格　 411
資本組入額 (注)３

発行価格　 437
資本組入額 (注)３

新株予約権の行使の条件

新株予約権者が権利行
使時において、当社ま
たは当社の子会社若し
くは関連会社の取締役
（監査等委員である取
締役を含む。）、監査
役、執行役員または従
業員の地位にあること
を条件とする。

新株予約権者が新株予
約権の行使期間到来後
に死亡した場合、相続
開始後１年内に限り、
その相続人は、本項に
定める手続に基づき、
新株予約権を行使でき
る。ただし、新株予約
権者の相続人は、１個
の新株予約権を分割し
て相続することはでき
ない。なお、新株予約
権者が新株予約権の行
使期間の到来前に死亡
した場合は、その相続
人は新株予約権を行使
できない。新株予約権
者の相続人が死亡した
場合、その相続人は、
新株予約権を相続する
ことはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質
入れ、担保権の設定そ
の他の処分につき当社
取締役会の承認を要す
る。

新株予約権の譲渡、質
入れ、担保権の設定そ
の他の処分につき当社
取締役会の承認を要す
る。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５ (注)５
 

※　事業年度の末日（2026年５月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

（2026年７月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

 
（注）１．新株予約権の数

付与株式数は、以下の場合に調整されるものとする。なお、かかる調整は、当該時点において未行使の新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。

（1）株式分割または株式併合

新株予約権の割当日後、当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとす

る。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

（2）合併等

当社が合併等（合併、会社分割、株式交換又は株式移転をいう。以下同じ。）を行う場合、株式の無償割当

を行う場合、その他付与株式数の調整を必要とする場合、当社は合理的な範囲で付与株式数を調整することが

できるものとする。

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込みをす

べき１株当たりの金額（以下「行使価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とす

る。

ただし、行使価額は、以下の場合に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。
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（1）株式分割または株式併合

当社が、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。
 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

 

（2）時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分等を行う場合

当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の行使の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整されるものとする。
 

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己

株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替える。
 

（3）合併等

当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場合に

は、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することがで

きる。

３.　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、法令に従い算出される資本

金等増加限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるもの

とする。残額は資本準備金に組み入れるものとする。

４.　新株予約権の取得事由

（1）新株予約権者が、当社または当社の子会社、関連会社の取締役（監査等委員である取締役を含む。）、

監査役または従業員の地位を失った場合（ただし、任期満了による退任または定年退職による場合を除

く。）であって、当社は一定の日を定め、かかる者の新株予約権の全部または一部を無償にて取得する

ことができる。

（2）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が株主総会で承認された場合、または当社が完全子会社とな

る株式交換契約承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が株主総会で承認された場合であって、当

社取締役会が取得する日を定めたときは、当該日が到来することをもって、当社は新株予約権を無償で

取得することができる。

（3）新株予約権者に新株予約権を行使させることが適切ではないと当社取締役会が判断したときは、当社取

締役会が別途定める日に、当社は、かかる者の新株予約権を無償にて取得することができる。

５.　組織再編を実施する際の新株予約権の交付

当社は、当社株主総会及び取締役会の決議において定めるところに従い、当社を消滅会社とする合併、当

社を分割会社とする吸収分割、新設分割、当社を完全子会社とする株式交換又は株式移転を行う場合におい

て、それぞれ合併契約等の規定に従い、新株予約権者に対して、それぞれ合併後存続する株式会社等の新株

予約権を交付することができる。

６.　新株予約権の行使により発生する端数の切捨て

新株予約権者に交付する株式の１株に満たない端数は切り捨てる。

７.　新株予約権証券の発行

当社は、新株予約権に係る新株予約権証券を発行しない。

 
② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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③ 【その他の新株予約権等の状況】

 
 第7回新株予約権

決議年月日 2024/12/2

付与対象者の区分及び人数 外部協力者 １社

新株予約権の数(個) 643

新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数 （株）

普通株式 63,657

新株予約権の行使時の払込金額(円) 0.00009米ドルを行使する日における為替レートで日本円に換算した額

新株予約権の行使期間
2025年６月１日～
2033年３月30日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円)

発行価格　　金0.00009米ドルを行使する日における為替レートで日本
円に換算した額(注)４

資本組入額　(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入れ、担保権の設定その他の処分については、
当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５
 

※　事業年度の末日（2026年５月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

（2026年７月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

 
（注）１.　新株予約権の数の算定方法

付与株式数は、以下の場合に調整されるものとする。なお、かかる調整は、当該時点において未行使の新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てるものとする。

（1）株式分割または株式併合 

本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、付与株式数は、次の算式により調整する。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

（2）合併等 

当社が合併等（合併、会社分割、株式交換又は株式移転をいう。以下同じ。）を行う場合、株式の無償割当

を行う場合、その他付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を

行うことができる。 

２.　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

本新株予約権の割当日後、当社が普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を日

本円に換算する前の米ドルにて調整し、調整による0.00001米ドル未満の端数は切り上げた額を行使する日におけ

る為替レートで日本円に換算した額とする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割又は株式併合の比率
 

本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき行使価額を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分

を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分、当社の発行した取得条項付株式又は取

得請求権付株式の取得と引き換えにする当社普通株式の交付並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、かかる発行又は処分の払込期日（払込期間が設定されている場合はその末日）を適用日として、かかる

発行又は処分に係る払込金額又は処分価額をもって調整後行使価額とする。
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３.　新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本新株予約権を以下の①乃至③に掲げる期間において、既に行使した本新株予約権を含めて

当該規定に定める個数を限度として行使することができる。 

①　2025年６月１日から2026年３月30日まで：新株予約権者が保有する本新株予約権の数の60％まで 

②　2026年３月31日から2027年３月30日まで：新株予約権者が保有する本新株予約権の数の80％まで 

③　2027年３月31日以降：新株予約権者が保有する本新株予約権の総数 

（1）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

（2）各本新株予約権の1個未満の行使を行うことはできない。 

４.　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（1）本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げる。 

（2）本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）の資

本金等増加限度額から、上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

５.　組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再

編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。但し、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案の上、上記1.に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上記2.

で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（3）に従って決定される当該新株予約権

の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

上記3.に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記3.に定める行使

期間の末日までとする。 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記5.に準じて決定する。 

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役会設置会社

でない場合においては、株主総会の決議）による承認を要するものとする。 

（8）その他新株予約権の行使の条件 

上記4.に準じて決定する。 

（9）その他の条件については、再編対象会社が決定する。 

６.　新株予約権に係る新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しないものとする。
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 第8回新株予約権

決議年月日 2024/12/2

付与対象者の区分及び人数 外部協力者 １社

新株予約権の数(個) 1,312

新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数 （株）

普通株式 144,320

新株予約権の行使時の払込金額(円) 0.09米ドルを行使する日における為替レートで日本円に換算した額

新株予約権の行使期間
2025年６月１日～
2028年３月29日

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の株式の発行価格及び資本
組入額(円)

発行価格　　0.09米ドルを行使する日における為替レートで日本円に換
算した額(注)４

資本組入額　(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権の譲渡、質入れ、担保権の設定その他の処分については、
当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５
 

※　事業年度の末日（2026年５月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

（2026年７月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

 
（注）１.　新株予約権の数の算定方法

付与株式数は、以下の場合に調整されるものとする。なお、かかる調整は、当該時点において未行使の新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果により生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。 

（1）株式分割または株式併合 

本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下、株式

分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整する。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

（2）合併等 

当社が合併等（合併、会社分割、株式交換又は株式移転をいう。以下同じ。）を行う場合、株式の無償割当

を行う場合、その他付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、合理的な範囲で適切に付与株式数の調整を

行うことができる。 

２.　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、各本新株予約権の行使により交付を受

けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とす

る。 

当初の行使価額は、0.09米ドルを行使する日における為替レートで日本円に換算した額とする。 

なお、本新株予約権の割当日後、当社が普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価

額を調整し、調整による0.01米ドル未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割又は株式併合の比率
 

３.　新株予約権の行使の条件

（1）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

（2）各本新株予約権の１個未満の行使を行うことはできない。 

４.　増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（1）本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げる。 

（2）本新株予約権の行使により普通株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（1）の資

本金等増加限度額から、上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

５.　組織再編行為の際の新株予約権の取扱い
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当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再

編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。但し、以下の条件

に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数 

新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 

（2）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

（3）新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件を勘案の上、上記1.に準じて決定する。 

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上記2.

で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（3）に従って決定される当該新株予約権

の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

上記3.に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記3.に定める行使

期間の末日までとする。 

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

上記5.に準じて決定する。 

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役会設置会社

でない場合においては、株主総会の決議）による承認を要するものとする。 

（8）その他新株予約権の行使の条件 

上記4.に準じて決定する。 

（9）その他の条件については、再編対象会社が決定する。 

６.　新株予約権に係る新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権に係る新株予約権証券を発行しないものとする。 

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年10月29日(注)１ △200,200 10,789,800 － 2,000 － 1,972

2024年６月28日(注)１ △200,000 10,589,800 － 2,000 － 1,972

2024年８月28日(注)２ 1,470,500 12,060,300 299 2,300 299 2,272

2025年６月１日(注)３ 29,182,230 41,242,530 － 2,300 － 2,272

2025年６月１日～
2026年５月31日(注)４

826,232 42,068,762 90 2,391 90 2,362
 

(注) １. 自己株式の消却による減少であります。

２. 有償第三者割当増資

発行価格　　　408円

資本組入額　　204円

割当先　　　　株式会社シーラテクノロジーズ

３. 2025年６月１日を効力発生日とする当社を株式交換完全親会社、株式会社シーラテクノロジーズを株式交換

完全子会社とする株式交換による増加であります。

４. 新株予約権の行使による増加であります。

５. 2026年６月１日から2026年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が66,000株、資

本金が８百万円及び資本準備金が８百万円増加しております。

 
(5) 【所有者別状況】

 2026年５月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) － 5 22 126 21 41 13,959 14,174 －

所有株式数
(単元)

－ 10,544 5,398 156,806 4,428 390 242,924 420,490 19,762

所有株式数
の割合(％)

－ 2.5 1.3 37.3 1.1 0.1 57.8 100.00 －
 

(注) １．自己株式4,081,034株は、「個人その他」に40,810単元、「単元未満株式の状況」に34株含まれております。

２．発行済株式の総数に対する所有自己株式数の割合の計算にあたり控除する自己株式には「株式給付信託

（BBT-RS）」の信託財産として保有する当社株式252,000株は含まれておりません。
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(6) 【大株主の状況】

2026年５月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社杉本 東京都港区麻布台１丁目２－１A1909 6,726,005 17.71

株式会社SY 東京都港区愛宕１丁目１－１－2608 5,772,195 15.20

杉本　宏之 東京都港区 3,130,850 8.24

湯藤　善行 東京都港区 2,930,070 7.71

株式会社ベクトル 東京都港区赤坂４丁目15－１ 704,000 1.85

伊藤　功一 東京都新宿区 587,400 1.54

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区 492,000 1.29

島袋　完渓 沖縄県那覇市 475,900 1.25

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目４－２ 289,100 0.76

Future design Capital株式会社 東京都渋谷区宇田川１－12 275,440 0.72

計 － 21,382,960 56.27
 

(注)１. 当社は自己株式4,081,034株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

２．発行済株式の総数に対する所有自己株式数の割合の計算にあたり控除する自己株式には「株式給付信託（BBT-

RS）」の信託財産として保有する当社株式252,000株は含まれておりません。

３. 野村信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係るものであります。

４. 前事業年度末において主要株主であった株式会社シーラテクノロジーズは、当事業年度末現在では主要株主で

はなくなりました。

５. 前事業年度末において主要株主でなかった株式会社杉本及び株式会社SYは、当事業年度末現在では主要株主と

なっております。

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

4,081,000
－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

379,680 －
37,968,000

単元未満株式
普通株式

－ －
19,762

発行済株式総数 42,068,762 － －

総株主の議決権 － 379,680 －
 

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式34株が含まれております。

 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 28/121



 

② 【自己株式等】

2026年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社シーラホールディ
ングス
 

東京都渋谷区広尾1－1－39 4,081,000 － 4,081,000 9.70

計 － 4,081,000 － 4,081,000 9.70
 

（注）当事業年度末日現在の自己株式数は4,081,034株（単元未満株式34株を含む。）となっております。

 
２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】

会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第459条第１項および当社定款第８条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会( 2025年７月24日)での決議状況
(取得期間 2025年７月25日～ 2025年10月31日)

500,000（上限） 150（上限）

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 389,300 149

残存決議株式の総数及び価額の総額 110,700 0

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 22.1 0.0
 

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －
 

 
会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会( 2026年１月14日)での決議状況
(取得期間 2026年１月15日～ 2026年４月30日)

300,000（上限） 100（上限）

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 255,300 99

残存決議株式の総数及び価額の総額 44,700 0

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 14.9 0.0
 

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －
 

 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 29/121



 

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会( 2026年７月15日)での決議状況
(取得期間 2026年７月16日～ 2026年10月30日)

300,000（上限） 100（上限）

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 300,000 100

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 100.0 100.0
 

当期間における取得自己株式 264,500 99

提出日現在の未行使割合（％） 11.8 0.0
 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 134 0

当期間における取得自己株式 － －
 

（注）当期間における取得自己株式には、2026年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取による株

式数は含めておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 4,081,034 － 4,345,534 －
 

（注）１. 当期間における保有自己株式数には、2026年８月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買取請求による売渡による株式数は含めておりません。

　　　２. 保有自己株式数には、「株式給付信託（BBT-RS）」の信託財産として保有する当社株式は含めておりませ

ん。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けるとともに、安定的かつ恒久的な経営基盤

の確保と自己資本利益率の向上に努めることを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。

この方針に基づき当社は、１株当たり13.00円（中間配当6.00円・期末配当7.00円）の配当を実施することを決定い

たしました。

内部留保資金につきましては、財務体質の一層の充実と共に事業資金に充当し、事業の拡大発展に役立てる所存で

あります。

なお、当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 
（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2025年12月12日
取締役会決議

227 6.00

2026年８月28日
定時株主総会決議

265 7.00
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

　①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、事業を通じて社会の発展に貢献するとともに、株主・顧客・従業員など様々なステークホルダーの

皆様から信頼される企業として継続的に企業価値を高めていくことを目指しております。

　このような認識のもと、当社は、経営上の重要な課題の一つであるコーポレート・ガバナンスの充実ととも

に経営の健全性・透明性・効率性の確保に努め、的確な経営の意思決定とそれに基づく迅速な業務執行、及び

適正な監督・監視・牽制機能の強化・充実に努めてまいります。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　　　　　当社は、会社法上の機関設計として監査等委員会設置会社制度を採用しております。

　これは、監査等委員会を設置し、議決権を有する監査等委員である取締役により、取締役会の監督機能をよ

り一層強化することで、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図り、より透明性の高い経営の実現を

目指すものであります。

　　会社の機関の概要は以下のとおりであります。
 

 
（会社の機関の内容）

a. 取締役会

　取締役は株主総会において選任され、監査等委員でない取締役の任期は１年、監査等委員である取締役の任

期は２年としています。

　取締役会は、有価証券報告書提出日現在、取締役８名(うち監査等委員である取締役３名)で構成され、取締

役会規程に基づき、毎月１回定例取締役会と必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な経営事項、業務執行

に係る事項の決定及び業務執行の監督を行っております。なお、構成員の氏名は、後記(2)役員の状況に記載し

ており、本報告書提出日現在において、代表取締役社長グループ執行役員COO　湯藤善行が議長を務めておりま

す。
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　主な審議事項：内部統制に関する事項、予算に関する事項、経営方針に関する事項、株主総会に関する事

項、決算に関する事項、取締役に関する事項、株式に関する事項、人事・組織に関する事項、グループ会社

に関する事項、Ｍ＆Ａに関する事項、リスク・コンプライアンスに関する事項、ガバナンスに関する事項、

政策保有株式に関する事項、新規事業及び既存事業に関する事項等

 
　b. 監査等委員会

監査等委員会は、監査等委員である社外取締役３名で構成されております。監査等委員は、取締役会などの

重要な会議に出席するほか、毎月の監査等委員会及び必要に応じて臨時監査等委員会を開催し、監査等に関す

る重要事項について協議を行い、職務執行の適法性、妥当性に関するチェックを行うとともに、会計監査人と

の連携を図っております。なお、構成員の氏名は、後記(2)役員の状況に記載しており、本報告書提出日現在に

おいて、社外取締役　横山敬子が議長を務めております。

 
　c. 業績会議

　当社では、取締役及び各部門より選任される代表者が参加する業績会議を毎月開催しており、部門間にお

ける情報の共有化を目的として各部門の活動報告を行うとともに、取締役による総括により、全社員の目的

意識の統一を図っております。

 
　d. 内部監査室

　内部監査部門として、社長直属の内部監査室を設置し、当社及びグループの業務監査を実施し、その結果

を社長及び監査等委員会に報告しております。

　なお、当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮出来るようにするため、会社法第426条第

１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令

の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 
 e. 指名報酬委員会

当社は、2024年８月より任意の指名報酬委員会を設置しております。当事業年度における指名報酬委員会は

６回開催し、コーポレートガバナンス体制の一層の強化、客観性及び透明性の確保を目的として、取締役及び

執行役員が受ける個人別の報酬等を審議し、取締役会へ諮問しております。

指名報酬委員会は、取締役会の諮問機関として次の事項を審議し、答申しております。

（１）株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案

（２）取締役会に提出する役付取締役の選任及び解任に関する議案

（３）取締役会に提出する執行役員の選任及び解任に関する議案

（４）取締役及び執行役員が受ける報酬等の方針

（５）取締役及び執行役員が受ける個人別の報酬等

 
機関ごとの構成員は次のとおりです。（◎は議長、〇は構成員を表す。）

役職名 氏名 取締役会 監査等委員会 経営会議
指名報酬委員

会
代表取締役会長
グループ執行役員CEO

杉本　宏之 〇  〇 〇

代表取締役社長
グループ執行役員COO

湯藤　善行 ◎  ◎ 〇

常務取締役
グループ執行役員CSO

渡辺　鷹秀 〇  〇  

取締役 淵脇　健嗣 〇  〇  

社外取締役 鳥居　敬司 〇   ◎

社外取締役 横山　敬子 〇 ◎   

社外取締役 浦西　友義 〇 〇  〇

社外取締役 杉本　佳英 〇 〇   
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③ 企業統治に関するその他の事項

（内部統制システムの整備状況）

当社は、内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制、その他株式会社の業務並びに当社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保す

るための体制について、以下のとおり定めております。

 
（a） 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため内部監査室を置き、必要な人員を配置す

る。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

 
（b） 前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効

性の確保に関する事項

内部監査室のスタッフの任命、人事異動等は監査等委員会の同意の下に行うものとして、執行部門からの独

立性と内部監査室のスタッフに対する監査等委員会の指示の実効性を確保する。

 
（c） 取締役及び使用人等が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制

・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発生する恐れがあるとき、役職員

により違法または不正な行為を発見したとき、監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、

監査等委員会に報告する。

・事業部門を統括する取締役は、監査等委員会と協議の上、定期的または不定期に、担当する部門のリスク

管理体制について報告する。

 
（d） 前号の報告をしたものが当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための

体制

内部通報制度により通報した者に対して、通報を理由としたいかなる不利益な取扱いも行ってはならない旨

社規に定め、その旨を周知し適切に運用するものとする。

 
（e） その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会が行う、内部監査部門及び会計監査人等との意思疎通、情報の収集や調査に対しては、実効的

な監査の実施を確保出来るように留意する。

 
（f） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、当社のコンプライアンスポ

リシー（企業行動基準、企業行動憲章等）を定め、それを全役職員に周知徹底させる。

・コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス担当部門を設置する。コンプライアンス担当部門は

定期的にコンプライアンスプログラムを策定し、それを実施する。

・役職員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等を行うことにより、役職員に

対し、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識を醸成する。

 
（g） 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制社内規程に従って管理を行い、監査等委員会

の要求があった場合、取締役は速やかに、当該情報・文書を提出するものとする。

 
（h） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理部門（管理部）が、「危機管理規程」に基づき、リスク管理活動を統括し、その他の規程の整備

とその運用を図ります。

　なお、内部監査室は、リスク管理体制の適正性について、独立した立場から監査を実施し、その結果を取締

役会に報告いたします。

 
（i） 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　職務権限及び意思決定ルールにより適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制をとり、併せて運用状況
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を定期的に検証する。また、業務運営の状況を把握し、その改善を図るため、内部監査部門が内部監査を実

施する。

 
（j） 会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

子会社管理の担当部署を置き、関係会社管理規程を定め、子会社の状況に応じて必要な管理を行い、管理部

はグループ全体のリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運用する。なお、グループ内取引の公平性を

確保するため、グループ内取引規程を策定する。

 
④　取締役の責任免除

　会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役（取締役

であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。

 
⑤　社外取締役の責任限定契約

当社は、会社法第427条第1項の規定により取締役(業務執行取締役等である者を除く。)との間に、法第423条第1

項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款で定めております。ただし、当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としており、現在当社の社外取締役の全員と当該責任限定

契約を締結しております。

 
⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、

役員等がその職務の執行に起因して保険期間中に損害賠償請求された場合の損害賠償金及び訴訟費用等を当

該保険契約により補填することとしております。ただし、当該保険契約では、被保険者の犯罪行為や、被保

険者が意図的に行った違法行為などに起因する損害賠償請求等は、補填の対象外とされており、役員の職務

の執行の適正性が損なわれないようにするための措置が講じられております。各候補者が取締役に選任され

就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容

での更新を予定しております。

 
⑦　取締役の定数及び任期

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は７名以内、任期は選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで、監査等委員である取締役は５名以内、任期は選

任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとする旨を定款に定

めております。

 
⑧　取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任及び解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の過半数を持って行う旨、また、選任決議は累積投票によらない旨を

定款に定めております。

 
⑨　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以

上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上に当たる多数を持って行う旨を定款で定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。
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⑩　取締役会の活動状況

当事業年度における取締役会の活動状況は下記のとおりです。

役職名 氏名 出席状況

代表取締役社長 飯島　弘徳 100 %（ 2回/ 2回）

代表取締役会長
グループ執行役員CEO

杉本　宏之 　95 %（ 20回/ 21回）

代表取締役社長
グループ執行役員COO

湯藤　善行 100 %（ 21回/ 21回）

常務取締役
グループ執行役員CSO

渡辺　鷹秀 100 %（ 21回/ 21回）

取締役 淵脇　健嗣 100 %（ 10回/ 10回）

社外取締役 柴田　亮 100 %（ 2回/ 2回）

社外取締役 西島　信竹 100 %（ 2回/ 2回）

社外取締役 鳥居　敬司 100 %（ 10回/ 10回）

社外取締役 横山　敬子 100 %（ 21回/ 21回）

社外取締役 浦西　友義 100 %（ 21回/ 21回）

社外取締役 杉本　佳英 100 %（ 10回/ 10回）
 

(注)１．飯島弘徳氏、柴田亮氏、西島信竹氏は、2025年８月29日開催の定時株主総会をもって任期満了につき退任い

たしました。

２．淵脇健嗣氏、鳥居敬司氏、杉本佳英氏は、2025年８月29日開催の定時株主総会において取締役に選任され、

就任したため、それ以降に実施された取締役会への出席状況を記載しております。
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(2) 【役員の状況】　

　①　役員一覧

男性7名　女性1名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役会長

 グループ執行役員CEO
杉　本　宏　之 1977年６月25日生

1997年１月 株式会社東光マンションセンター
入社

2001年12月 株式会社エスグラントコーポレー
ション創業

（同社社長に就任）

2017年３月 株式会社シーラテクノロジーズ取
締役会長

2022年２月

 
株式会社シーラソーラー取締役
（現任）

2022年４月 株式会社シーラ取締役（現任） 

2022年７月 株式会社シーラテクノロジーズ代
表取締役会長グループ執行役員
CEO

2025年６月 当社代表取締役会長グループ執行
役員CEO（現任）

(注３) 3,105,850

代表取締役社長

 グループ執行役員COO
湯　藤　善　行 1976年６月７日生

2001年４月 日神不動産株式会社入社

2004年３月 株式会社エスグラントコーポレー
ション入社

2010年９月 株式会社シーラテクノロジーズ及
び株式会社シーラ創業（同社代表
取締役就任）

2022年７月

 
株式会社シーラテクノロジーズ代
表取締役社長グループ執行役員
COO

2022年７月 株式会社シーラ代表取締役CEO
（現任）

2025年６月 当社代表取締役社長グループ執行
役員COO（現任）

(注３) 2,930,070

常務取締役

 グループ執行役員CSO
渡　辺　鷹　秀 1981年12月27日生

2008年１月 株式会社エスグラントコーポレー
ション入社

2009年２月 NECソフト株式会社入社
2011年12月 日機装株式会社入社
2017年３月 株式会社シーラテクノロジーズ取

締役
2024年４月 当社（旧・株式会社クミカ）取締

役 管理統括

2024年８月 当社（旧・株式会社クミカ）代表
取締役副社長

2025年６月

 
当社常務取締役グループ執行役員
CSO（現任）

(注３) 6,000

取締役

グループ執行役員CFO

 
我　妻　　心　 1981年９月２日生

2005年４月 大東京信用組合 入社

2022年10月 株式会社シーラ財務ユニット シ

ニアマネージャー
2024年３月 株式会社シーラテクノロジーズ執

行役員 財務ユニット シニアマ

ネージャー
2024年８月 同社グループ執行役員CFO管理本

部長
2025年６月 当社執行役員CFO 管理本部長（現

任）
2026年６月 株式会社シーラ取締役（現任）
2026年８月 当社取締役グループ執行役員

CFO　管理本部長

(注3) －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 鳥　居　敬　司 1947年７月25日生

1971年４月 株式会社第一銀行入行

2000年６月 株式会社第一勧業銀行常務取締役

2004年６月 株式会社みずほフィナンシャルグ
ループ代表取締役副社長

2005年６月 みずほ情報総研株式会社代表取締
役副社長

2009年６月 伊藤忠商事株式会社社外監査役

2023年７月 株式会社シーラテクノロジーズ社
外取締役（現任）

2024年９月 3D Shareholder Services株式会

社取締役会長（現任）

2025年８月 当社取締役（現任）

(注３) 16,500

取締役 大内　　聡 1965年６月20日生

1989年４月 大蔵省（現財務省）入省

1995年７月 鳥取税務署長

2007年７月 OECD（経済協力開発機構）租税セ
ンター税制支援室長

2012年８月 理財局国債業務課長
2018年７月 経済産業省大臣官房審議官（製造

産業局担当兼雇用・人材担当）
2020年７月 内閣官房内閣審議官兼国際博覧会

推進本部事務局次長
2021年６月 株式会社産業革新投資機構取締役

CFO兼株式会社INCJ取締役
2023年７月 大阪税関長
2024年10月 当社顧問(現任)
2026年８月 当社　取締役（現任）

(注３) －

取締役

（監査等委員）
川　上　雅　昭 1970年11月30日生

2003年4月 株式会社レント入社

2005年12月 株式会社エスグラントコーポレー
ション 入社

2005年12月 株式会社エスグラントコーポレー
ション 入社

2011年２月 株式会社シーラ入社

2014年４月 同社　取締役

2014年５月 株式会社シーラテクノロジーズ取
締役

2025年10月 当社 内部監査室　室長

2026年４月 株式会社シーラ監査役（現任）

2026年８月 当社取締役（監査等委員）(現任)

(注４) 55,000

取締役

（監査等委員）
横　山　敬　子 1971年９月25日生

1994年４月 株式会社コサカ入社
2003年11月 監査法人コスモス入社
2004年７月 監査法人トーマツ（現有限責任監

査法人トーマツ）入社
2007年５月 公認会計士登録
2016年７月 株式会社ENECHANGE社外監査役
2020年２月 横山敬子公認会計士事務所代表

（現任）
2020年４月 株式会社フュービック（現株式会

社nobitel）社外監査役（現任）
2021年10月 株式会社カラダノート社外取締役

（監査等委員）（現任）
2023年７月 株式会社シーラテクノロジーズ社

外監査役（現任）
2024年６月 シュッピン株式会社社外監査役

（現任）
2025年６月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

(注４) －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役

(監査等委員)
杉　本　佳　英 1980年10月31日生

2011年４月 リーガルパートナーズ法律事務所
（現・あんしんパートナーズ法律
事務所）設立

2015年２月 株式会社ブランジスタ社外取締役
（現任）

2018年９月 株式会社NATTY SWANKY（現・株式

会社NATTY SWANKYホールディング

ス）社外取締役（現任） 
2020年６月 エイベックス株式会社社外取締役

（監査等委員）及び報酬委員会委
員長（現任） 

2021年１月 Aiロボティクス株式会社社外監査
役（現任） 

2022年１月 株式会社GROWTH POWER社外監査役

（現任） 
2022年４月 株式会社シーラテクノロジーズ社

外監査役
2022年４月 株式会社シーラ監査役
2023年４月 株式会社シーラソーラー監査役

(現任) 
2025年８月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

(注５) －

計 6,113,420
 

(注) １　取締役鳥居敬司氏、大内聡氏は、社外取締役であります。

２　取締役（監査等委員）横山敬子、杉本佳英は、社外取締役であります。　
３　監査等委員以外の取締役の任期は2026年５月期に係る定時株主総会終結の時から2027年５月期に係る定時株
主総会終結の時までであります。

４　監査等委員である取締役の任期は2026年５月期に係る定時株主総会終結の時から2028年５月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。※川上雅昭氏、横山敬子氏

５　監査等委員の取締役の任期は2025年５月期に係る定時株主総会終結の時から2027年５月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。※杉本佳英

　　浦西友義は、2026年8月28日定時株主総会終結時をもって辞任いたしました。

６　監査等委員会の体制は、次のとおりであります。

　　　　委員長　川上雅昭氏　　委員　横山敬子氏　　委員　杉本佳英氏

 
　② 社外役員の状況

　　当社の社外取締役は４名であります。社外取締役と提出会社との間には、特筆すべき人的関係、資本的関係及

び取引関係その他の利害関係はありません。各社外取締役は、独立した立場及び外部の客観的な視点から、実効

性の高い監査を行う役割を担っており、現状の体制で経営の監視機能を十分に果たしているものと考えておりま

す。なお、当社は、社外取締役の４名を東京証券取引所有価証券上場規程に定める独立役員に指定し、同取引所

に届け出ております。

　　社外取締役を選任するための当社からの独立性に関する基準及び方針は定めておりませんが、社外取締役選任

にあたっては東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考にしております。

 
社外取締役のスキル・マトリックス

各社外取締役が有する主な知識、経験及び能力は、次のとおりであります。なお、下表は、各社外取締役が有する

すべての知識、経験及び能力を示すものではありません。

氏名 属性
1.

企業経営

2.

不動産ビ

ジネス

3.

IT・DX

4.

サステナ

ビリティ

5.

人的資本

6.

IR・広報

7.

投資戦略

8.

法務・

コンプラ

イアンス

9.

ガバナン

ス

10.

財務会計

鳥居 敬司 筆頭社外取締役 〇  〇  〇  〇  〇 〇

大内 聡 (新任)社外取締役 〇      〇 〇 〇 〇

横山 敬子 監査等委員         〇 〇

杉本 佳英 監査等委員        〇 〇  
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③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

　　当社の社外取締役はいずれも当社経営陣から独立した立場で、経営の監督又は監査を行っております。また、

取締役会においてコンプライアンスやリスク管理等を含む内部統制システムの整備・運用状況及び内部監査結果

の報告を受け、適宜意見を述べております。また、監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人と連携を取って

監査を行っております。これらにより、当社は、経営の健全性・適正性の確保に努めております。

 

(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員会監査は、監査等委員３名を中心に、組織的に行っております。監査等委員会監査の主な目的

は、監査等委員による取締役会への出席及び稟議書の閲覧など、経営判断に係る様々なリスクへの日常的業務

の監督・監視であり、これを当社では広義の監査等委員監査としております。当該監査は、監査等委員を中心

に監査委員会が内部監査室と合同で適宜実施する仕組みになっております。なお、指摘事項や問題点がある場

合は、適宜経営者に報告し、改善策等を助言する仕組みとなっております。また、重要な事項については、監

査等委員会に報告する仕組みとなっております。

当事業年度において当社は、監査等委員会を12回開催しており、個々の監査等委員の出席状況については、

次のとおりであります。

なお、浦西友義氏及び杉本佳英氏は2025年８月28日開催の定時株主総会それぞれにおいて取締役に選任さ

れ、就任したため、それ以降に実施された取締役会への出席状況を記載しております。

 
氏　　名 出席回数

　横山　敬子 12回/12回

　浦西　友義 10回/10回

　杉本　佳英 10回/10回

　柴田　 亮 ２回/２回

 西島　信竹 ２回/２回
 

監査等委員会においては、監査報告の作成、監査等委員の選定及び解職、監査の方針、業務及び財産の状況

の調査の方法、その他監査等委員の職務の執行に関する事項の決定を主な検討事項としております。また、会

計監査人や内部監査室との連携を行い効率的かつ有効な監査を行う体制としております。

　監査等委員は、監査等委員会の議長を務め審議を進めるほか、経営会議や社内の重要会議等に出席し、重要

な意思決定の過程や業務の執行状況の把握、会社が有するリスク内容や法令遵守状況を理解し、必要に応じて

提言、助言を行っております。

 
②　内部監査の状況

当社の内部監査は、独立性の見地から社長直属の組織となっており、専任者１名が内部監査を実施しており

ます。内部監査は、内部監査規程に則り作成・承認された年間計画に基づき、四半期ごとに実施されておりま

す。監査結果は、被監査部門と合意された改善案も加えて報告書として作成され、経営者と監査等委員会に報

告する体制となっております。

 
③　会計監査の状況

  a．監査法人の名称

　　ＲＳＭ清和監査法人

 b．継続監査期間

　　１年間

  c．業務を執行した公認会計士

　　業務執行社員　中村　直樹、津田　格朗

 　d．監査業務に係る補助者の構成

　　会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士８名、公認会計士試験合格者２名、その他６名となりま　

　す。
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 　e．監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選定については、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準策

定に関する監査役等の実務指針」などを参考として、会計監査人候補を総合的に評価し、決定しております。

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められる場

合には、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査

等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告する

こととなっております。

 　f．監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っており、同法人による会計監査は、従前から適正に行

われていることを確認しております。

また、監査等委員会は会計監査人の再任に関する確認決議をしており、その際には日本監査役協会が公表し

ている「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」に基づき、総合的に評価しており

ます。

なお、内部監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互連携並びにこれらの監査と内部統制部門との関係に

つきましては、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等(2)役員の状況　③　社外取

締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関

係」に記載のとおりであります。

 　g．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

第47期（個別）　　　　太陽有限責任監査法人

第48期（連結・個別）　RSM清和監査法人

 
④　監査報酬の内容等

a．監査公認会計士等に対する報酬

提出会社

前事業年度

監査証明業務に基づく報酬
(百万円)

非監査業務に基づく報酬
(百万円)

25 －
 

 

区分

当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 41 6

連結子会社 10 －

計 51 6
 

b．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬(a.を除く)

　 該当事項はありません。

c．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

　該当事項はありません。

d．監査報酬の決定方針

　　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査計画・監査日数・当社の規模・業

務の特性及び前年度の報酬等の要素を勘案して、適切に決定することとしております。

e．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　 監査等委員会は会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などを確

認し検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。
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ｆ．非監査業務に基づく報酬として、公認会計士法第２条第１項の業務以外であるグループ再編に関する準備業

務等のためのアドバイザリー業務についての対価を支払っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員報酬等は、担当職務、各期の業績、貢献度等を総合的に勘案して決定しております。

ア．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2024年８月９日の取締役会において、コーポレートガバナンス体制の一層の強化と下記に述べる

事項に関する客観性及び透明性の確保を目的として、社外取締役等が過半数を構成する任意の指名報酬委員

会を設置し取締役及び執行役員が受ける個人別の報酬等を審議し、取締役会へ諮問し決定する方針を決議し

ております。

　指名報酬委員会は、取締役会の諮問機関として次の事項を審議し、答申します。

（１）株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案

（２）取締役会に提出する役付取締役の選任及び解任に関する議案

（３）取締役会に提出する執行役員の選任及び解任に関する議案

（４）取締役及び執行役員が受ける報酬等の方針

（５）取締役及び執行役員が受ける個人別の報酬等

　当社の取締役報酬については、企業価値の持続的な向上を図ることを可能とするよう、中長期的な業績向

上への貢献意欲を高めることを目的とし、経営責任負担への対価として適正な水準で支給することを基本方

針とします。

イ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　個人別の報酬額については、ア．に記載のとおり、指名報酬委員会にて株主総会で決議された報酬限度額

の範囲以内において、経営方針及び担当職務、目標に対する達成状況、貢献度を総合的に審議し、取締役会

へ諮問し決定しております。

ウ．当事業年度に係る個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名報酬委員会において報酬水準について、適切

性、妥当性等の審議を行っているため、取締役会も当社の決定方針に沿うものであると判断しております。

エ．取締役及び監査等委員の報酬等についての株主総会決議による定めに関する事項

　当社の取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2025年８月28日開催の第47期定時株主総会におい

て、年額400百万円以内（うち、社外取締役分30百万円。）（当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は５

名（うち、社外取締役は１名）です。）と決議いただいております。また、同総会において、当社の取締役

（監査等委員である取締役及びそれ以外の取締役のうち社外取締役であるものを除く。）を対象として、業

績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」を導入す

ることを決議しております。当該定時株主総会終結時点の対象取締役の員数は４名であります。

　当社の監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年８月27日開催の第37期定時株主総会において年額

40百万円以内（当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は３名です。）と決議いただいて

おります。

 
②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役(監査等委員を除く。)
(社外取締役を除く。)

225 210 － 15 6

社外役員
12
(12)

12
(12)

－ －
5

(５)
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③　役員ごとの報酬等の総額等

氏名
連結報酬等
の総額

（百万円）
役員区分 会社区分

連結報酬などの種別の額（百万円）

基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

杉本　宏之 158

取締役 提出会社 114   

取締役
連結子会社

㈱シーラテクノ
ロジーズ

38 － －

 

(注)１. 連結報酬等の総額が1億円以上である者に限定して記載しております。

２. 非金銭報酬等は、当社株式の株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として、 株式給

付信託（BBT-RS）を採用しております。

 
 (5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資株式について、もっぱら株式の価値の変動または配当の受領によって利益を得ることを目的とし

て保有する株式を純投資目的である投資株式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式（政策保

有株式）に区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　政策保有株式については、保有先企業との取引関係の維持強化を通じて当社の中長期的な企業価値向上に資

する場合に取得・保有することとしております。また、その保有意義について、当社の取締役会で定期的に検

証を行い、保有意義が乏しい株式については、市場への影響等に配慮しつつ売却を進めることとしておりま

す。

b 銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の合計
額（百万円）

非上場株式 9 352

非上場株式以外の株式 1 32
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 5 56

当事業年度において、当
社の連結子会社であった
㈱シーラテクノロジーズ
を吸収合併したことに伴
い、同社が保有していた
株式を受け入れたことに
よるものです。

 

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 2 56
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c 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、定量的な
保有効果及び株式数
が増加した理由

当社の株式
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円） 

武蔵野銀行
13,500 4,500 主要取引金融機関と

して取引円滑化
有

32 14
 

（注）定量的な保有効果については、記載が困難であります。保有の合理性は、損益の状況、配当利
回りの状況等について定期的に検証を行い取締役会にて保有の可否につき承認を得ることとい
たしております。

 
　　　　みなし保有株式
　　　　　該当事項はありません。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

　 該当事項はありません。

 
５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

　統合後の組織における行動規範・倫理観の浸透を図り、勤怠・労務管理の適正化を含む実務基盤を整備するとと

もに、社員が安心して長く働き続けられる職場環境の整備を進め、研修制度の充実化、働きがいの向上を通じた人

材の定着とエンゲージメント強化を図ってまいります。

 

(2) 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2026年５月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

総合不動産事業 86 (5)

不動産管理事業 35 (2)

建設事業 19 (0)

再生可能エネルギー事業 23 (0)

その他 16 (0)

全社(共通) 48 (9)

合計 227 (16)
 

(注)　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

2026年５月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(百万円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

43 (3) 36.3 3.5 13 100.6
 

　

セグメントの名称 従業員数(名)

その他 0 (0)

全社(共通) 43 (3)

合計 43 (3)
 

(注) １  従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は(  )内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２  平均年間給与は賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。
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(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
(4) 管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の額

の差異

当社は、常時雇用する労働者の数が101人未満であり、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基

づく情報公表義務の対象となる事業主に該当しないため、記載を省略しております。なお、連結子会社である株式

会社シーラについては、以下のとおり記載しております。

当該事業年度 補足説明

名称 管理的地

位にある

労働者に

占める女

性労働者

の 割 合

（ ％ ）

（注）１

男性労働者の

育児休業取得率（％）

（注）２

労働者の男女の賃金の額の差異

（％）（注）１

全労働者 正規雇用

労働者

パート・

有期労働

者

全労働者 正規雇用

労働者

パート・

有期労働

者

 

㈱シーラ 0 0 0 0 51.9 51.7 262.6 男女の賃金差異に
おける正規雇用従
業員は、同一労働
の賃金に差はな
く、歩合給の対象
となる営業職にお
ける男女の人数構
成の差により賃金
の差異が生じてい
ます。
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第５ 【経理の状況】

 

１  連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成していま

す。

　

(3) 当連結会計年度(2025年６月１日から2026年５月31日まで)は、初めて連結財務諸表を作成しているため、比較情

報を記載しておりません。

 

(4) 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年６月１日から2026年５月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年６月１日から2026年５月31日まで)の財務諸表について、RSM清和監査法人に

より監査を受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第47期事業年度　　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

第48期連結会計年度及び事業年度　　　RSM清和監査法人

　

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、適時・的確な対応ができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、研修会

等へ参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

          (単位：百万円)

          
当連結会計年度
(2026年５月31日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 ※２  10,149

  売掛金及び契約資産 321

  商品 56

  販売用不動産 ※２  15,886

  仕掛販売用不動産 ※２  19,501

  未成工事支出金 1,056

  営業投資有価証券 820

  その他 1,191

  貸倒引当金 △120

  流動資産合計 48,863

 固定資産  

  有形固定資産  

   建物及び構築物 ※２  5,089

    減価償却累計額 △799

    建物及び構築物（純額） ※２  4,289

   機械及び装置 ※２  578

    減価償却累計額 △214

    機械及び装置（純額） ※２  364

   土地 ※２  12,840

   その他 1,163

    減価償却累計額 △304

    その他（純額） 859

   有形固定資産合計 18,354

  無形固定資産  

   のれん 266

   その他 94

   無形固定資産合計 360

  投資その他の資産  

   投資有価証券 ※１  453

   長期貸付金 24

   繰延税金資産 206

   その他 2,237

   貸倒引当金 △17

   投資その他の資産合計 2,903

  固定資産合計 21,618

 資産合計 70,482
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          (単位：百万円)

          
当連結会計年度
(2026年５月31日)

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 480

  １年内償還予定の社債 177

  短期借入金 ※２,４  7,028

  １年内返済予定の長期借入金 ※２,４  7,175

  契約負債 770

  未払法人税等 233

  賞与引当金 14

  役員株式給付引当金 15

  その他 3,457

  流動負債合計 19,352

 固定負債  

  社債 109

  長期借入金 ※２,４  30,493

  リース債務 925

  資産除去債務 45

  その他 725

  固定負債合計 32,299

 負債合計 51,651

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 2,391

  資本剰余金 4,154

  利益剰余金 11,668

  自己株式 △263

  株主資本合計 17,951

 その他の包括利益累計額  

  その他有価証券評価差額金 32

  その他の包括利益累計額合計 32

 新株予約権 788

 非支配株主持分 57

 純資産合計 18,831

負債純資産合計 70,482
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

          (単位：百万円)

          当連結会計年度
(自 2025年６月１日
　至 2026年５月31日)

売上高 39,331

売上原価 31,570

売上総利益 7,761

販売費及び一般管理費 ※２  4,574

営業利益 3,186

営業外収益  

 受取利息 18

 持分法による投資利益 4

 投資事業組合運用益 29

 違約金収入 86

 その他 45

 営業外収益合計 184

営業外費用  

 支払利息 935

 支払手数料 294

 その他 74

 営業外費用合計 1,303

経常利益 2,067

特別利益  

 負ののれん発生益 ※３  7,909

 偶発損失引当金戻入益 ※４  31

 その他 28

 特別利益合計 7,969

特別損失  

 減損損失 ※５  144

 事務所移転費用 ※６  49

 段階取得に係る差損 ※３  2,259

 その他 6

 特別損失合計 2,460

匿名組合損益分配前税金等調整前当期純利益 7,576

匿名組合損益分配額 91

税金等調整前当期純利益 7,484

法人税、住民税及び事業税 495

法人税等調整額 311

法人税等合計 807

当期純利益 6,677

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △7

親会社株主に帰属する当期純利益 6,684
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【連結包括利益計算書】

          (単位：百万円)

          当連結会計年度
(自 2025年６月１日
　至 2026年５月31日)

当期純利益 6,677

その他の包括利益  

 その他有価証券評価差額金 ※  52

 その他の包括利益合計 52

包括利益 6,729

（内訳）  

 親会社株主に係る包括利益 6,736

 非支配株主に係る包括利益 △7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度(自　2025年６月１日　至　2026年５月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 100 3,881 5,224 △73 9,132 △19 △19

当期変動額        

新株の発行（新株予

約権の行使）
90 90   181  －

剰余金の配当   △239  △239  －

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  6,684  6,684  －

自己株式の取得    △360 △360  －

自己株式の処分  13  97 110  －

株式交換による増減 2,200 201  73 2,475  －

連結子会社株式の取

得による持分の増減
 △31   △31  －

圧縮積立金の取崩   △0  △0  －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

    － 52 52

当期変動額合計 2,291 273 6,443 △189 8,819 52 52

当期末残高 2,391 4,154 11,668 △263 17,951 32 32
 

 

 新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

当期首残高 928 334 10,375

当期変動額    

新株の発行（新株予

約権の行使）
△139  41

剰余金の配当   △239

親会社株主に帰属す

る当期純利益
  6,684

自己株式の取得   △360

自己株式の処分   110

株式交換による増減   2,475

連結子会社株式の取

得による持分の増減
 △269 △301

圧縮積立金の取崩   △0

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 △7 44

当期変動額合計 △139 △276 8,455

当期末残高 788 57 18,831
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：百万円)

          当連結会計年度
(自 2025年６月１日
　至 2026年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前当期純利益 7,484

 減価償却費 396

 のれん償却額 49

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △128

 賞与引当金の増減額（△は減少） 14

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 15

 受取利息及び受取配当金 △21

 支払利息 935

 違約金収入 △86

 負ののれん発生益 △7,909

 偶発損失引当金戻入益 △31

 減損損失 144

 事務所移転費用 49

 段階取得に係る差損益（△は益） 2,259

 売上債権の増減額（△は増加） 337

 棚卸資産の増減額（△は増加） △3,767

 仕入債務の増減額（△は減少） △224

 その他 △112

 小計 △594

 利息及び配当金の受取額 21

 利息の支払額 △934

 違約金の受取額 86

 事務所移転費用の支払額 △29

 法人税等の支払額 △348

 その他 3

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,795

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の増減額（△は増加） △1,089

 有形固定資産の取得による支出 △6,631

 出資金の払込による支出 △416

 出資金の回収による収入 133

 敷金及び保証金の差入による支出 △85

 敷金及び保証金の回収による収入 39

 事業譲受による支出 △121

 その他 △94

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,266
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          (単位：百万円)

          当連結会計年度
(自 2025年６月１日
　至 2026年５月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） 5,222

 長期借入れによる収入 22,038

 長期借入金の返済による支出 △17,653

 社債の発行による収入 50

 社債の償還による支出 △263

 自己株式の取得による支出 △250

 配当金の支払額 △239

 新株発行による収入 41

 その他 △298

 財務活動によるキャッシュ・フロー 8,648

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,412

現金及び現金同等物の期首残高 1,987

株式交換による現金及び現金同等物の増加額 6,697

現金及び現金同等物の期末残高 ※  7,272
 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 53/121



【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(１) 連結子会社の数

3社

主要な連結子会社の名称

株式会社シーラ

株式会社シーラソーラー

株式会社シーラブレイン

2025年６月１日を効力発生日とする、当社を株式交換完全親会社、株式会社シーラテクノロジーズを株式交換

完全子会社とする株式交換により、株式会社シーラテクノロジーズ及び同社の子会社である株式会社シーラ、株

式会社シーラソーラー、株式会社シーラブレインの４社を新たに連結の範囲に含めておりましたが、2025年12月

１日を効力発生日とする、当社を吸収合併存続会社、株式会社シーラテクノロジーズを吸収合併消滅会社とする

吸収合併により株式会社シーラテクノロジーズが消滅したため、同社を連結の範囲から除外しております。

なお、株式会社シーラブレインについては、現在清算中であります。

 

(２) 主要な非連結子会社名

River Sky Homes Co.,Ltd.

莉斐股份有限公司

新宿区中落合再開発ファンド（任意組合）

越谷収益レジデンス（任意組合）

SYLA HOTEL 押上（任意組合）

ヴィラ箱根湯本（任意組合）

連結の範囲から除いた理由

上記の非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等からして、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため連結の範囲から除外しております。

 

(３) 開示対象特別目的会社

開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び開示対象特別目的会社との取

引金額等については、「開示対象特別目的会社関係」として記載しております。

 
２．持分法の適用に関する事項

(１) 持分法を適用した関連会社数

1社

会社等の名称

株式会社transista

 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 54/121



 

(２) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

River Sky Homes Co.,Ltd.

莉斐股份有限公司

新宿区中落合再開発ファンド（任意組合）

越谷収益レジデンス（任意組合）

SYLA HOTEL 押上（任意組合）

ヴィラ箱根湯本（任意組合）

持分法を適用しない理由

上記の非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等からして、連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
②　棚卸資産

販売用不動産、仕掛販売用不動産及び未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　商品

　最終仕入原価法

 

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～47年

機械及び装置　 　　 ２～25年

②　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　５年

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(３) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

③　役員株式給付引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員株式給付規程に基づく将来の取締役（一部の連結子会社は取締役及び執行

役員）への自社株式等の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額を計上しておりま

す。

 
(４) 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下の通りであります。

①総合不動産事業

主にマンション、オフィス・商業機能等を持つ複合ビル、新築物件の企画・販売や中古の区分マンションの買

取・販売活動等を行う事業であります。物件を顧客との契約に基づき、引渡すことを履行義務としております。履

行義務は、物件の引き渡しにより充足されるものであり、当該引渡時点において収益を認識しております。

②不動産管理事業

主に賃貸住宅の管理業等を行っており、当該賃貸物件の賃貸管理や建物管理を行うこと等を履行義務としており

ます。役務提供に係る収益は、時の経過により履行義務が充足されることから、契約期間に渡って収益を認識して

おります。

賃貸料収入においては、取得した販売用不動産の保有期間中の賃料収入や、不動産オーナーより借り上げ、施設

利用者への転貸によって得られる賃料収入については「リース取引に関する会計基準(企業会計基準第13号)」に

従って収益を認識しており、顧客との契約から生じる収益の範囲外としております。

③建設事業

主に請負工事等において、顧客との請負契約工事等に基づき、建築工事を行う義務を負っており、当該履行義務

は、工事の進捗に応じて一定の期間にわたり充足されるため、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る

進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、工事完

了時に収益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に

対する発生原価の割合で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない

ものについては、原価回収基準により収益を認識しております。

④再生可能エネルギー事業

主に太陽光発電所の請負工事等において、顧客との請負契約工事等に基づき、工事を行う義務を負っており、当

該履行義務は、工事の進捗度に応じて一定の期間にわたり充足されるため、期間がごく短い工事を除き、履行義務

の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

 
(５) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 
(６) のれんの償却方法及び償却期間

１年間～11年間の定額法により償却しております。

 
(７) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する短期的な投資からなっております。
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(８) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

資産に係る控除対象外消費税等の会計処理

控除対象外消費税等は、固定資産に係わるものは投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し(５年償却)、そ

れ以外は発生年度の費用として処理しています。

 

(重要な会計上の見積り)

(１)販売目的で保有する不動産（棚卸資産）の評価

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

(百万円)

区分 前連結会計年度 当連結会計年度

販売用不動産 － 15,886

仕掛販売用不動産 － 19,501
 

 
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 ア．算出方法

　当社グループの保有する販売用不動産等（販売用不動産及び仕掛販売用不動産）については、個別法によ

る原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）を採用しておりま

す。連結会計年度末における正味売却価額に基づき収益性が低下した場合に簿価の切下げを行い、当該切下

げ額を棚卸資産評価損として計上しております。

 当社グループの保有する販売用不動産等は、主として総合不動産事業における新築収益用マンション及び

中古区分所有マンション並びに収益用不動産であり、正味売却価額の算定の基礎となる個々のプロジェクト

計画を作成するに当たっては、物件の立地条件、近隣の物件供給状況や賃料水準等、多くの要因を考慮して

おります。そのため、将来の景気動向や不動産市況の悪化等によりその資産価値が著しく低下した場合、翌

連結会計年度の連結財務諸表において、棚卸資産評価損の金額に重要な影響を与える可能性があります。

イ．主要な仮定

　正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、事業計画上の販売予定額及び今後見込まれる発生原価等を基

礎としております。販売予定額は、物件ごとの立地、規模、周辺の売買取引実績の他、今後の市場動向等を

考慮して策定した事業計画等を用いて見積りを行っております。

ウ．翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　販売用不動産等の評価にあたっては、イに記載の主要な仮定に基づき最善の見積りを行っておりますが、

事業環境の変化等により上記仮定の前提条件等に変更が生じた場合は、翌連結会計年度以降に簿価切下げ額

の計上が必要となる可能性があります。

 
(未適用の会計基準等)

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

 
（1）概要

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

 
（2）適用予定日

2028年５月期の期首より適用予定であります。

 
（3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中でありま

す。
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・「金融商品会計に関する実務指針」(移管指針第９号　2025年３月11日)

 
（1）概要

ベンチャーキャピタルファンド等に組み入れられた市場価格のない株式を時価評価することで、投資家に対して

有用な情報が提供されるように、上場企業等が保有するベンチャーキャピタルファンドの出資持分に係る会計上の

取扱いの見直しを定めるもの。

 
（2）適用予定日

2027年５月期の期首より適用予定であります。

 
（3）当該会計基準等の適用による影響

「金融商品会計に関する実務指針」の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。

 
・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基準委員

会）

 
（1）概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を設定

することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針第１号

「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基準委員会

に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の

公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定めたものであります。

 
（2）適用予定日

2028年５月期の期首より適用予定であります。

 
(追加情報)

取締役に対する業績連動型株式報酬制度

当社は、2025年８月28日開催の第47期定時株主総会において、当社の取締役(監査等委員である取締役、及びそ

れ以外の取締役のうち社外取締役であるものを除く。)に対して、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT-

RS(=Board Benefit Trust-Restricted Stock)）」（以下、「本制度」という。）を導入することを決議いたしま

した。本制度は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメ

リットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大

に貢献する意識を高めることを目的とした報酬制度であります。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号　2015年3月26日）に準じております。

 
（1）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」という。）を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び当社

株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度であります。

 
（2）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は、110百万円、株式数は252,000

株であります。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。
 

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

投資有価証券(株式) 63百万円
 

 

※２ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。
 

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

現金及び預金 1,613百万円

販売用不動産 12,794 〃

仕掛販売用不動産 19,500 〃

建物及び構築物 3,676 〃

機械及び装置 155 〃

土地 10,317 〃

その他 571 〃

計 48,629百万円
 

 

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

短期借入金 6,575百万円

長期借入金 36,394 〃

計 42,969百万円
 

（注）１．上記の他に、東京不動産信用保証株式会社が行う当社顧客に対する手付金の保証行為に対し、当社が

保有する同社株式（投資有価証券）３百万円を同社に担保として提供しております。

　　　　　 ２．長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

 
※３ 保証債務

当社の物件購入者に対する金融機関等からの融資に対して、次のとおり債務保証を行っております。
 

当連結会計年度
(2026年５月31日)

物件購入者（47人） 40百万円
 

 

※４ 当社及び連結子会社(１社)においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行10行と当座貸越契約を締結

しております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。
 

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

5,140百万円

借入実行残高 3,730 〃

差引額 1,409百万円
 

 

※５ 保有目的の変更により、当連結会計年度において、有形固定資産の一部6,157百万円（建物及び構築物2,330百万

円、その他3百万円、土地3,823百万円）を流動資産の販売用不動産に、流動資産の販売用不動産の一部2,088百万円

を有形固定資産（建物及び構築物501百万円、土地1,586百万円）に、それぞれ振替えております。

 
※６ 売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、連結財務諸表「注記事項（収

益認識関係）３.(1) 契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 顧客との契約から生じる収益

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客との

契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項(収益認識関係) １．顧客との契約から生じる収益を分解し

た情報」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

役員報酬 353百万円

給与手当及び賞与 1,448 〃

賞与引当金繰入額 13 〃

租税公課 609 〃

減価償却費 101 〃

貸倒引当金繰入額 14 〃

役員株式給付引当金繰入額 15 〃

のれん償却額 49 〃
 

 
※３ 負ののれん発生益、段階取得に係る差損

負ののれん発生益及び段階取得に係る差損は、2025年６月１日における株式会社シーラテクノロジーズとの経営

統合に伴い発生したものであります。

 

※４　偶発損失引当金戻入益

経営統合以前において、当時の代表取締役社長、及び元当社従業員が、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締

りに関する法律（以下「出資法」という。）違反等の容疑により2023年７月５日に東京地方検察庁に起訴されたこ

とを受け、当該事案に関連して、元融資先から損害賠償請求等を受ける可能性があったことから、将来の請求等に

対する損失に備えるため偶発損失引当金を計上しておりました。当連結会計年度末において、将来における損害賠

償請求等がなされる可能性は相当程度低くなったと判断したことから、当該引当金を取り崩したものであります。

 
※５ 減損損失

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用資産 建物及び構築物、土地 沖縄県 56百万円

賃貸用資産 建物及び構築物、土地 埼玉県 17百万円

遊休資産 その他 千葉県 43百万円

遊休資産 その他 東京都 27百万円
 

当社グループは原則として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を単位として、グルーピングを

行っております。

当連結会計年度において、収益性の低下により投資額の回収が困難と見込まれる固定資産グループについて、減

損損失として144百万円を計上しております。

なお、回収可能額は正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額等合理的

に算定された金額を使用しております。また、使用価値によって測定している固定資産グループは、将来キャッ

シュフローがマイナスと見込まれるため、回収可能価額をゼロとして評価しております。

 
※６ 事務所移転費用

　　　本社移転に伴う、賃貸借契約解約違約金等の費用を計上しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 69百万円

組替調整額 10 〃

法人税等及び税効果調整前 80百万円

法人税等及び税効果額 △28 〃

その他有価証券評価差額金 52百万円

その他の包括利益合計 52百万円
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度増加
株式数(株)

当連結会計年度減少
株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

 普通株式 12,060,300 30,008,462 － 42,068,762

合計 12,060,300 30,008,462 － 42,068,762

自己株式     

 普通株式 － 4,333,034 － 4,333,034

合計 － 4,333,034 － 4,333,034
 

（変動事由の概要）

普通株式の発行済株式の増減数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式交換に伴う新株発行による増加　                29,182,230株

新株予約権行使による増加　　　　　　                 826,232株

普通株式の自己株式の増減数の主な内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加　　　　　644,600株

連結子会社との合併に伴う増加　　　　　　　　　　　　3,688,300株

単元未満株式の取得による増加　　　　　　　               134株

当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、「株式給付信託(BBT-RS)」が保有する当社株式252,000株が含まれ

ております。

 
２．新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)当連結会計

年度期首
増加 減少

当連結会計
年度末

提出会社

ストック・オプ
ションとしての新
株予約権

－ － － － － 715

第７回新株予約権 普通株式 317,889 － 254,232 63,657 34

第８回新株予約権 普通株式 144,320 － － 144,320 38

合計 462,209 － 254,232 207,977 788
 

（注）１. 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２. 目的となる株式の数の変動事由の概要

第７回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。
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３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2025年８月28日
定時株主総会

普通株式 18 1.50 2025年５月31日 2025年８月29日

2025年12月12日
取締役会

普通株式 227 6.00 2025年11月30日 2026年１月30日
 

(注) 2025年12月12日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT-RS)」が保有する自社の株式に
対する配当金1百万円が含まれております。

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(決議) 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

2026年８月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 265 7.00 2026年５月31日 2026年８月31日
 

(注) 2026年８月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(BBT-RS)」が保有する自社の株
式に対する配当金1百万円が含まれております。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

現金及び預金 10,149百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△2,877 〃

現金及び現金同等物 7,272 〃
 

 

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

その他（車両、工具、器具及び備品）であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

機械及び装置、その他（車両、工具、器具及び備品）であります。

 

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計方針に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりであります。
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２．オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
 

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

１年内 308百万円

１年超 1,625　〃

合計 1,934百万円
 

 

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

１年内 83百万円

１年超 885　〃

合計 969百万円
 

 
 
３．転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の金額で連結貸借対照表に計上している額

(1)リース投資資産

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

流動資産 74百万円

投資その他の資産 904　〃

合計 979百万円
 

 
(2)リース債務

 
当連結会計年度
(2026年５月31日)

流動負債 74百万円

固定負債 904　〃

合計 979百万円
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に金融機関からの借入

及び社債により調達を行っております。なお、デリバティブは、行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業投資有価証券、投資有価証券は、主として上場株式、非上場株式、投資事業組合及び匿名組合への出資で

あります。上場株式は、市場価格の変動リスク、非上場株式、投資事業組合及び匿名組合への出資については、

発行体(取引先企業)の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。借入金及び社債は不動産販売事業

における仕入に係る資金調達であり、このうち変動金利の借入金については金利変動のリスクに晒されておりま

す。

借入金は、主に運転資金（主として短期）及びプロジェクト資金（主として長期）であり、金利変動リスクに

晒されております。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、営業債権については、各事業部門並びに管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。

 

② 市場リスクの管理

当社グループは、営業債権については、各事業部門並びに管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリ

ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を図っております。上場株式以外の投資有価証券及び長期貸付金については、発行体又は貸付先の財務状況等を

把握し、社内の権限規程に従いリスク管理を行っております。

 

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。

 

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権で特定の大口顧客はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

当連結会計年度(2026年５月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 営業投資有価証券 614 614 －

(2) 投資有価証券 372 372 －

(3) 長期貸付金 ※２,３ 19 18 △0

資産計 1,006 1,005 △0

(4) 社債 ※２ 286 280 △5

(5) 長期借入金 ※２ 37,668 36,758 △910

(6) リース債務 ※２ 1,010 926 △83

負債計 38,965 37,965 △999
 

(※１)　現金及び預金・売掛金・買掛金・未払法人税等は、短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら注記を省略しております。

(※２)　１年内回収（返済）予定額を含んでおります。

(※３)　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※４)　市場価格のない株式等

区分 当連結会計年度(百万円)

営業投資有価証券（非上場株式） 205

投資有価証券（非上場株式） 80

関係会社株式等（非上場株式） －
 

これらについては、「(1)営業投資有価証券」及び「(2)投資有価証券」には含まれておりません。

 
(注１)　金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

当連結会計年度(2026年５月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

長期貸付金 5 11 2 －

合計 5 11 2 －
 

 
(注２)　社債、長期借入金、リース債務の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度(2026年５月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

社債 177 67 17 7 7 11

長期借入金 7,175 11,002 6,926 2,960 2,349 7,253

リース債務 84 85 80 79 74 604

合計 7,437 11,154 7,024 3,047 2,431 7,869
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度(2026年５月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業投資有価証券 614 － － 614

投資有価証券 372 － － 372

資産計 986 － － 986
 

 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度(2026年５月31日)

区分
時価(百万円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 18 － 18

資産計 － 18 － 18

社債 － 280 － 280

長期借入金 － 36,758 － 36,758

リース債務 － 926 － 926

負債計 － 37,965 － 37,965
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

営業投資有価証券及び投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。

 
長期貸付金

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の貸し付けを行った場合に想定される利率を割

り引いた現在価値により算定し、レベル２に分類しております。また、時価の算定に際し、長期貸付金に個

別に計上している貸倒引当金を控除しております

 

社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定し、レベル２の時価に分類しております。

 

長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借り入れを行った場合に想定される利率を割

り引いた現在価値により算定し、レベル２の時価に分類しております。

 

リース債務

リース債務の時価については、期末に新規にリース取引を締結したならば適用されるであろう利息を用い

て、将来の支払リース料を割引計算した現在価値により算定し、レベル２の時価に分類しております。
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

当連結会計年度(2026年５月31日)
 

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

   

株式 911 280 630

その他 0 0 0

小計 911 280 630

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

   

株式 75 217 △142

その他 0 0 －

小計 75 217 △142

合計 986 498 488
 

(注) 市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額は営業投資有価証券205百万円、投資有価証券76百万円）につ

いては、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 
２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)
 

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 147 51 4

その他 5 1 0

合計 153 53 5
 

 

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

退職金規程に基づく退職一時金制度（非積立型制度であります。）及び確定拠出制度を採用しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法のうち、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法により、退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 
２．簡便法を適用した確定給付制度

(1) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表
 

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 21百万円

退職給付の支払額 △21 〃

退職給付に係る負債の期末残高 －百万円
 

　

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の

調整表
 

 
当連結会計年度 
(2026年５月31日)

非積立型制度の退職給付債務 －百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 －百万円

退職給付に係る負債 －百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 －百万円
 

 
３．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度１百万円であります。
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(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日(注１) 2024/12/２ 2024/12/２ 2024/12/２

付与対象者の区分及
び人数

取締役２名
 

取締役２名
従業員３名

取締役１名
従業員14名

株式の種類別のス
トック・オプション
の数(株)(注２)

普通株式 1,452,000 普通株式 3,113,000 普通株式 45,650

付与日(注１) (注１) (注１) (注１)

権利確定条件 (注３) (注３) (注３)

対象勤務期間 (注３) (注３) (注３)

権利行使期間
2025年６月１日～
2027年４月30日

2025年６月１日～
2027年４月30日

2025年６月１日～
2028年２月28日

 

 

 第５回新株予約権 第６回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日(注１) 2024/12/２ 2024/12/２

付与対象者の区分及
び人数

取締役５名
従業員３名

外部協力者 １名

株式の種類別のス
トック・オプション
の数(株)(注２)

普通株式 89,100 普通株式 5,500

付与日(注１) (注１) (注１)

権利確定条件 (注３) (注３)

対象勤務期間 (注３) (注３)

権利行使期間
2025年６月１日～
2030年７月31日

2025年６月１日～
2031年７月31日

 

(注)１．第１回、及び第３回から第６回の新株予約権は、2025年６月１日付で実施した株式会社シーラテクノロジー

ズとの経営統合に際して、株式会社シーラテクノロジーズが発行する新株予約権に関する新株予約権者に対

し、その所有する新株予約権１個につき、各新株予約権の内容及び株式交換の株式交換比率を踏まえ、当社

が発行する上表の新株予約権をそれぞれ割り当てております。詳細については、（企業結合等関係）をご参

照ください。

２．株式数に換算して記載しております。

３．権利確定条件、対象条件の定めはありません。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(2026年５月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2024/12/２ 2024/12/２ 2024/12/２

権利確定前(株)    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － －

失効 － － －

権利確定 － － －

未確定残 － － －

権利確定後(株)    

前連結会計年度末 1,452,000 3,113,000 45,650

権利確定 － － －

権利行使 550,000 － －

失効 － － －

未行使残 902,000 3,113,000 45,650
 

 
 第５回新株予約権 第６回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 2024/12/２ 2024/12/２

権利確定前(株)   

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後(株)   

前連結会計年度末 89,100 5,500

権利確定 － －

権利行使 － －

失効 － －

未行使残 89,100 5,500
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② 単価情報

 第１回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 2024/12/２ 2024/12/２ 2024/12/２

権利行使価格(円) 73 73 303

行使時平均株価(円) 378 － －

付与日における公正な
評価単価(円)（※）

－ 230 －
 

 
 第５回新株予約権 第６回新株予約権

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 2024/12/２ 2024/12/２

権利行使価格(円) 411 437

行使時平均株価(円) － －

付与日における公正な
評価単価(円)（※）

－ －
 

（※）2025年６月１日付で実施した株式会社シーラテクノロジーズとの株式交換を行っておりますが、付与日における公

正な評価単価は、当該株式交換の株式交換比率（１：110）を反映した数値を記載しております。

 
３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

ストック・オプション付与日において、連結子会社であった株式会社シーラテクノロジーズは未公開企業であった

ため、ストック・オプションの公正な評価単価の本源的価値をもってストック・オプションの評価単価としておりま

す。

 
４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

 
５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値の

合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額

①　当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　　　　　　　　　         715百万円

②　当連結会計年度において権利行使された本源的価値の合計額　　　　　　　　       0百万円

 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 70/121



 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

  
当連結会計年度
(2026年５月31日)

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金(注)  58百万円

貸倒引当金  43 〃

減価償却超過額  61 〃

減損損失  267 〃

賞与引当金  12 〃

資産調整勘定  62 〃

投資有価証券評価損  25 〃

固定資産時価評価  12 〃

未実現利益  66 〃

その他  84 〃

繰延税金資産小計  696百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性
引当額

 △124 〃

評価性引当額小計  △124 〃

繰延税金資産合計  571百万円

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金  △18百万円

圧縮積立金  △22 〃

販売用不動産時価評価  △132 〃

固定資産時価評価  △138 〃

未実現利益  △26 〃

その他  △26 〃

繰延税金負債合計  △365 百万円

繰延税金資産純額  206 百万円
 

 

(注)　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

当連結会計年度(2026年５月31日)

 
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

合計
(百万円)

税務上の繰越欠損金(a) － － － － － 58 58

評価性引当額 － － － － － － －

繰延税金資産 － － － － － 58 58
 

(a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金58百万円(法定実効税率を乗じた額)について、繰延税金資産58百万円を計上してお

ります。当該繰延税金資産58百万円は、当社における税務上の繰越欠損金の残高ついて認識したもので

あります。当該繰延税金資産を計上した税務上の繰越欠損金は、主に、前期において税引前当期純損失

を計上したことにより生じたものであり、将来の課税所得の見込みにより、回収可能と判断し評価性引

当額を認識しておりません。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳
 

  
当連結会計年度
(2026年５月31日)

法定実効税率  30.62％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目  0.27％

住民税均等割  0.05％

評価性引当額の増減  △0.60％

のれん償却額  0.20％

負ののれん発生益  △32.36％

段階取得に係る差損  9.24％

その他  3.36％

税効果会計適用後の法人税等の負担率  10.78％
 

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

該当事項はありません。

 
(企業結合等関係)

株式交換

当社は、2024年12月２日開催の取締役会、及び2025年２月14日開催の臨時株主総会の特別決議において、当社を株

式交換完全親会社とし、株式会社シーラテクノロジーズ（以下「シーラテクノロジーズ」という）を株式交換完全子

会社とする株式交換（以下「本株式交換」という）を行うことを決議し、2025年６月１日を効力発生日として株式交

換を行いました。

これを受け、株式会社東京証券取引所は、当社が実質的存続会社ではないと認められることから、有価証券上場規

程第 601 条第１項第５号 a の規定により、2025年５月30日付で「合併等による実質的存続性の喪失」に係る猶予期

間入り（猶予期間は 2025年６月1日から 2029年５月31日まで）を公表しております。

当社が、上記の猶予期間中に新規上場審査基準に準じた基準に適合しているかどうかの審査を申請し、かかる基準

に適合すると認められた場合には、猶予期間が解除され、当社の上場は維持されることになります。一方で、猶予期

間内に当該基準に適合しない場合には、上場廃止となるおそれがあります。

当社は、今後見込まれる新規上場に準じた審査を通過できるよう、2025年６月１日からの新経営体制（同日付で株

式会社クミカから株式会社シーラホールディングスに商号変更）の下で最善を尽くしてまいります。 

 
本株式交換による経営統合について

１．本経営統合の背景・目的

近年、我々を取り巻く外部環境は急速に変化しており、「脱炭素化」「労働生産人口の減少」「テクノロジーの進

展」「都市化の進行」「建設コストの高騰」「市場金利の上昇」など、長期的に経済の動向を左右する構造的な潮流

が加速しております。こうした環境変化を受け、不動産業界においても、従来のビジネスモデルからの転換や、急速

に変化する市場への柔軟な対応が求められています。特に、旧来型の不動産開発においても、より効率的な開発プロ

セスの構築、少人数によるプロジェクト運営、タイムリーな情報共有とその有効活用、人材の柔軟な活用などが、重

要な経営課題となっています。このような認識のもと、当社及びシーラテクノロジーズは、2024年1月23日に資本業

務提携契約を締結し、双方の強みとノウハウを活かしながら、ビジネスモデルを相互に補完し、事業シナジーの創出

に取り組んでまいりました。

しかしながら、今後ますます加速する環境変化に的確かつ迅速に対応し、先進的な不動産ビジネスのさらなる開拓

と、スピード感をもって高水準な事業展開を実現していくためには、統一されたビジョンと理念のもと、両社が一体

となって事業を推進する必要があるとの認識に至りました。

その結果、両社は、より強固な協力関係と資本関係の構築を通じて、事業基盤の拡大及び財務基盤の強化を図るべ

く、早期の経営統合が不可欠であるとの結論に達し、このたび株式交換契約の締結に至ったものです。

当社はこれまで、不動産開発事業、建築事業、不動産販売事業を主軸とし、地域に根差したサービス体制と取引先

との強固なネットワークを強みに、堅実で実行力のある事業運営を展開してまいりました。

一方、シーラグループは、不動産事業及び不動産管理事業に加え、不動産クラウドファンディング事業を展開して

おり、AIやビッグデータを活用した仕入・販売の最適化、並びにクラウドファンディングによる機動的な資金調達を
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通じて、先進的かつ柔軟な不動産ビジネスを推進しております。加えて、東京都心部を中心に、川崎市・横浜市など

首都圏の主要エリアにおいて数多くの開発実績を有し、都市型不動産開発における高い専門性を備えております。

 本経営統合を通じて、当社が有する地域密着型の実行力と、シーラグループが有するテクノロジーを駆使した不

動産事業のノウハウを融合することにより、各事業領域におけるシナジーの最大化を図ってまいります。あわせて、

グループ全体としての組織体制の最適化、人員配置の効率化、情報集約による事業機会の創出、各拠点における重複

業務の集約、並びに最適な財務戦略の実行などを通じて、両社の経営資源を一体化し、より強固で持続可能な経営基

盤の構築を目指してまいります。

 
２．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　 ：株式会社シーラホールディングス

事業の内容 　　  ：総合不動産事業、建設事業、再生可能エネルギー事業、不動産テック事業

 
（２）企業結合日

2025年６月１日

 
（３）本経営統合の法的形式

当社を株式交換完全親会社とし、シーラテクノロジーズを株式交換完全子会社とする株式交換

 
（４）結合後企業の名称

2025年６月１日付で株式会社クミカから株式会社シーラホールディングスに商号変更

 
（５）取得した議決権比率

株式交換直前に所有していた議決権比率：　　0.00%

企業結合日に追加取得した議決権比率　：　100.00%

取得後の議決権比率　　　　　　　　　：　100.00%

 
（６）取得企業を決定するに至った主な根拠

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」の取得

企業の決定方法の考え方に基づき、シーラテクノロジーズを取得企業、当社を被取得企業と決定しておりま

す。

 
３．連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

2025年６月１日から2026年11月30日まで

 
４．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 
取得の対価

企業結合日の直前に保有していた普通株式の企

業結合日における時価 1,090百万円

 
企業結合日にシーラテクノロジーズが交付した

とみなした当社の普通株式の時価 2,475百万円

 取得原価  3,565百万円
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５．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

（１）本株式交換に係る割当ての内容

 
当社

（株式交換完全親会社）

シーラテクノロジーズ

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る交換比率 １ 110.00

本株式交換により交付する
株式数

当社の普通株式：29,182,230株
 

 
（２）本株式交換比率の算定方法

当社及びシーラテクノロジーズは、本株式交換に係る株式交換比率の算定に当たって公正性・妥当性を確保

するため、それぞれ別個に、両社から独立した第三者算定機関及び各種アドバイザーを選定いたしました。

当社は、第三者算定機関として株式会社Stand by Cを、ファイナンシャル・アドバイザーとして三田証券株

式会社を、リーガル・アドバイザーとしてTMI総合法律事務所を選定し、シーラテクノロジーズはファイナン

シャル・アドバイザー及び第三者算定機関としてPwCアドバイザリー合同会社を、リーガル・アドバイザーとし

てDT弁護士法人及びアレンオーヴェリーシャーマンスターリング法律事務所外国法共同事業を選定いたしまし

た。

当社及びシーラテクノロジーズは、それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果、法

務アドバイザーの助言を参考に、両社の財政状況・資産状況・将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上

で、相互に交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の皆様の利益

に資するとの判断に至ったため、それぞれの取締役会の承認を得て、両社間で本株式交換契約を締結いたしま

した。
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６．本株式交換に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　シーラテクノロジーズは、2025年６月１日現在残存している新株予約権として、下表「シーラテクノロジーズ

が発行している新株予約権」列記載の新株予約権（合計6,215個、目的となるシーラテクノロジーズ株式の数の合

計47,176株）を発行しております（なお、シーラテクノロジーズが過去に発行した第２回、第３回新株予約権及

び第11回新株予約権は失効しており、また、新株予約権付社債は発行しておりません。）。

シーラテクノロジーズが発行している

新株予約権
当社が発行する新株予約権

回号 個数
目的株式数

(注)１

行使価額

(注)３
回号 個数

目的株式数

(注)２

行使価額

(注)３

第１回 132個 13,200株 8,000円 第１回 132個 1,452,000株 73円

第４回 ２個 200株 11,600円 第２回 ２個 22,000株 106円

第５回 283個 28,300株 8,000円 第３回 283個 3,113,000株 73円

第６回 415個 415株 33,320円 第４回 415個 45,650株 303円

第７回 810個 810株 45,140円 第５回 810個 89,100株 411円

第８回 50個 50株 48,060円 第６回 50個 5,500株 437円

第９回 3,211個 2,889株

0.01米ド

ルを行使

する日に

おける為

替レート

で日本円

に換算し

た額

第７回 3,211個 317,889株

0.00009米ド

ルを行使日に

おける為替

レートで日本

円に換算した

額

第10回 1,312個 1,312株 10米ドル 第８回 1,312個 144,320株

0.09米ドルを

行使日におけ

る為替レート

で日本円に換

算した額
 

(注)１．目的となる株式の種類はシーラテクノロジーズ株式であり、上表中では、各回号の新株予約権

１個につき目的となるシーラテクノロジーズ株式の数に新株予約権の個数を乗じて得られる株

式数を記載しております。

２．目的となる株式の種類は当社株式であり、上表中では、各回号の新株予約権１個につき目的と

なる当社株式の数に新株予約権の個数を乗じて得られる株式数を記載しております。

３．新株予約権の行使価額は、いずれも新株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金

額を記載しており、調整される場合があります。

 
当社は、本株式交換に際して、基準時においてシーラテクノロジーズが発行する第１回新株予約権及び第４回

新株予約権乃至第10回新株予約権に関する新株予約権者に対し、その所有する新株予約権１個につき、各新株予

約権の内容及び本株式交換の株式交換比率を踏まえ、上表のとおり、当社が発行する第１回新株予約権乃至第８

回新株予約権をそれぞれ割り当てております。

 
７．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差損　2,259百万円

 
８．主要な取得関連費用の内容及び金額

デューデリジェンス費用等　107百万円
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９. 発生した負ののれんの金額、発生原因

（１）発生した負ののれんの金額

7,909百万円

 
（２）発生原因

取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債の純額を下回ったため、その差額を負ののれんとして計上し

ております。

 
10．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容

流動資産 12,851 百万円

固定資産 4,306 百万円

資産合計 17,157 百万円

流動負債 2,404 百万円

固定負債 3,278 百万円

負債合計 5,682 百万円
 

 
11．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
事業譲受

当社は、2025年７月18日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社シーラソーラー（以下「シーラ

ソーラー」といいます。）が、株式会社寿（以下「寿社」といいます。）より、同社が展開する再生可能エネルギー

分野の太陽光関連事業（以下「本事業」といいます。）の事業譲渡契約を締結することを決議いたしました。当契約

に基づき2025年８月１日付で事業の譲受を完了いたしました。

 
１．事業譲受の概要

（１）相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　：株式会社寿

事業の内容　　　：寿社が運営する再生可能エネルギー分野の太陽光関連事業

 
（２）事業譲受を行った主な理由

当社グループは、不動産事業で培ったアセットマネジメント力を軸に、周辺領域における事業機会の拡大に

注力しております。

本事業を譲り受けるシーラソーラーは、中部エリアを中心に、太陽光発電に関する一連のプロセスである、

土地仕入れ、システム設計、施工、運用、保守・メンテナンス、管理を一貫して手がける、太陽光発電システ

ムインテグレーターです。

寿社は、関東一円で建築・土木・石材工事事業を営んでおり、ベテランスタッフによる高い技術力を有し、

豊富な経験と実績があります。

本事業の譲り受けにより、寿社の土木工事のノウハウ取得によるシーラソーラーの受注工事の範囲拡大や、

販売エリア及び販売チャネルの拡大を見込んでおります。

当社は今後も、既存の業務領域の拡大を図りながら、再生可能エネルギー分野での知見を蓄積し、より安定

的かつ持続可能な事業ポートフォリオの形成に寄与してまいります。

 
（３）事業譲受日

2025年８月１日
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（４）事業譲受の法的形式

現金を対価とする事業譲受

 
２．連結財務諸表に含まれている譲受事業の業績の期間

2025年８月１日から2026年５月31日まで

 
３．譲受事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 取得の対価 現金及び預金 121百万円

 取得原価  121百万円
 

 
４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　31百万円

 
５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

130百万円

 
（２）発生原因

今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

 
（３）償却方法及び償却期間

11年間にわたる均等償却

 
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内容

流動資産 600 百万円

固定資産 111 百万円

資産合計 711 百万円

流動負債 696 百万円

固定負債 24 百万円

負債合計 720 百万円
 

 
７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響

の概算額及びその算定方法

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
共通支配下の取引等

当社は、2025年９月17日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社である株式会社シーラテク

ノロジーズ（以下「シーラテクノロジーズ」といいます。）を消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいま

す。）を決議し、2025年12月１日を効力発生日として、吸収合併を行いました。

 
１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称　：株式会社シーラテクノロジーズ

事業の内容　　　　　：経営コンサルティング事業、不動産賃貸事業

 
（２）企業結合日

2025年12月１日
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（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社、シーラテクノロジーズを消滅会社とする吸収合併

 
（４）結合後企業の名称

株式会社シーラホールディングス

 
（５）その他取引の概要に関する事項

当社グループは、2025年６月１日の経営統合以降、グループ全体の組織体制の最適化、人員の適正化、情報

集約による事業機会の拡大、各拠点における重複業務の集約化、グループ全体での最適な財務戦略の実現な

ど、グループ一体化経営を実現することを目的として、事業展開を加速させてきました。今般、当社はさらに

踏み込んで経営資源の一元管理、最適配分を行い、事業戦略を一層推進・強化することを目的に、シーラテク

ノロジーズとの合併をすることといたしました。

 
２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。

 
(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の連結子会社では、首都圏及びその他の地域において賃貸用の建物及び土地を所有しております。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は310百万円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上

原価に計上）、減損損失は73百万円（特別損失に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。
 

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 12,703

期中増減額 3,029

期末残高 15,732

期末時価 22,794
 

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２. 期中増減額のうち、主な増加は不動産取得5,808百万円、主な減少は保有目的変更による振替額4,068百万

円等であります。

３．期末時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価額を時価として

おります。
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(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 
２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項)４．会計方針に関する事項(4) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末

において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

 (単位：百万円)

 当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 90

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 160

契約資産(期首残高) -

契約資産(期末残高) 160

契約負債(期首残高) 201

契約負債(期末残高) 770
 

契約資産は、顧客との工事請負契約について期末日時点で顧客に支配が移転した財又はサービスについて未請求

の工事請負契約に係る対価に対する当社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が

無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該移転した財又はサービスに関する対

価は、顧客との契約別の支払条件により請求し、受領しております。

契約負債は、主に顧客との工事請負契約について、支払条件に基づき顧客から受け取った前受金に関するもので

あります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、201百万円でありま

す。また、当連結会計年度の契約資産及び契約負債の主な増減は工事の進捗、対価の回収等によるものでありま

す。

 
(2) 残存履行義務に配分した取引価格

未充足（又は部分的に未充足）の履行義務は、2026年５月31日時点で417百万円であり、期末日後１年以内に収益

として認識されると見込んでおります。
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(セグメント情報等)

 【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、事業部を基礎とした事業・サービス別のセグメントから構成されており、「総合不動産事業」、

「不動産管理事業」、「建設事業」及び「再生可能エネルギー事業」の４つを報告セグメントとしております。

「総合不動産事業」は、完全子会社の株式会社シーラを中心に用地仕入れおよび販売のプロセスを担い、主力とな

るマンションブランド「SYFORME」やオフィス・商業機能等を持つ複合ビルブランド「SYLA」、超高級ブランド「THE

SYLA」等の新築物件の企画・販売や、中古の区分マンションの買取・販売活動等を行なっております。

「不動産管理事業」は、垂直統合型モデルのうち管理を担っており、物件販売後のアフターサービスとして、賃貸

管理（プロパティマネジメント）や建物管理（ビルマネジメント）に関連するサービスを包括的に提供しておりま

す。

「建設事業」は、完全子会社の株式会社シーラを中心に、一気通貫のモデルのうち設計および建築プロセスや、外

壁塗装工事のフランチャイズ事業を行なっております。

「再生可能エネルギー事業」は、不動産デベロッパーとして培った不動産開発や権利調整のノウハウを転用し、近

接領域に進出した事業でございます。グループ会社である株式会社シーラソーラーは、太陽光発電に関わるすべての

工程を一括して担うシステムインテグレーターとして、用地仕入れから設計・施工、運用、保守管理までを担いま

す。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、棚卸資産の評価基準を除き、「重要な会計方針」における記

載と概ね同一であります。

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他事業
（注）

合計 調整額
連結
財務諸表
計上額総合不動産

事業
不動産管理
事業

建設
事業

再生可能
エネルギー
事業

計

売上高          

一時点で移転される
財

34,306 22 108 357 34,794 13 34,807 － 34,807

一定の期間にわたり
移転される財

59 775 128 1,328 2,291 48 2,340 － 2,340

顧客との契約から生
じる収益

34,365 797 236 1,685 37,085 62 37,148 － 37,148

その他の収益 9 2,042 － 11 2,062 120 2,183 － 2,183

外部顧客への売上高 34,374 2,839 236 1,697 39,148 182 39,331 － 39,331

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 3 － 15 18 － 18 △18 －

計 34,374 2,843 236 1,712 39,167 182 39,349 △18 39,331

セグメント利益又は損
失（△）

5,593 894 △603 39 5,924 8 5,932 △2,746 3,186

その他の項目          

減価償却費 2 212 2 95 313 － 313 83 396
 

(注)１. その他事業は、主にベンチャー企業へのエクイティ出資を行い、中・長期でのキャピタルゲインをあげる投

資事業を行っております。

　　２. セグメントごとの資産、負債については、事業セグメントに配分しておらず、経営資源の配分の決定及び業

績評価を行うための対象としているものではないため、記載を省略しております。

　　３. 減価償却費の調整額83百万円は、主に全社資産に係る減価償却費であります。

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 当連結会計年度

報告セグメント計 5,924

「その他」の区分の利益 8

セグメント間取引消去 △4

全社費用(注) △2,741

連結財務諸表の営業利益 3,186
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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【関連情報】

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 
２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

 当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

 （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 調整額
連結財務諸表

計上額 
総合不動産

事業

不動産管理

事業

建設

事業

再生可能エ

ネルギー

事業

計

減損損失 101 - - - 101 43 - 144
 

（注）「総合不動産事業」セグメントにおいて、賃貸仲介に関する固定資産について、当初想定されていた収益を下回

る見込みとなったため101百万円の減損損失を計上いたしました。また、その他事業の遊休資産について、43百万

円の減損損失を計上いたしました。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

 当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

  （単位：百万円）

 報告セグメント

その他 調整額
連結財務諸表

計上額 
総合不動産

事業

不動産管理

事業

建設

事業

再生可能エ

ネルギー

事業

計

当期償却額 0 - - 48 49 - - 49

当期末残高 1 - - 265 266 - - 266
 

 
 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

 当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)

 　2025年６月１日を効力発生日として、株式会社シーラテクノロジーズを株式交換により連結の範囲に含めたこと

により、負ののれん発生益を7,909百万円計上しております。また、当該事象による負ののれん発生益は特別利益で

あるため、セグメント利益には含まれておりません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)
 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者

杉本宏之 - -
当社代表取
締役会長

被所有
直接
8.24%

-
新株予約権
の行使
(注１)

14 - -

湯藤善行 - -
当社代表取
締役社長

 
被所有
直接
7.71%

-
債務被保証
(注２)

242 - -

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 2024年12月２日開催の取締役会決議に基づき付与された第１回新株予約権の当連結会計年度における権利行

使を記載しております。なお、取引金額欄は、当連結会計年度における新株予約権の権利行使による払込金

額を記載しております。

　　　２. 当社は金融機関借入金に関して債務保証を受けております。

 

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

当連結会計年度(自 2025年６月１日 至 2026年５月31日)
 

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者

湯藤善行 - -
当社代表取
締役社長

 
被所有
直接
7.71%

-
債務被保証
(注１)

1,915 - -

湯藤寿人 - -
当社役員の
近親者

- -
販売用不動
産 の 仕 入
(注２、３)

23 - -

淵脇健嗣 - - 当社取締役 - -
販売用不動
産 の 仕 入
(注２)

43 - -

 

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 連結子会社である株式会社シーラは金融機関借入金に関して債務保証を受けております。

　　　２. 価格等の取引条件については、双方協議の上、合理的に決定しております。

３. 湯藤寿人氏につきましては、当社代表取締役社長である湯藤善行の近親者であります。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(開示対象特別目的会社関係)

①開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

当社グループは総合不動産事業において、不動産特定共同事業法（任意組合型）に基づく不動産小口商品の販

売を行う事業を行っており、当該事業の仕組みの一環として任意組合を利用しております。

この事業においては、小口化商品の購入者（以下、投資家）が任意組合との間で不動産特定共同事業への参加

契約を締結し、現物出資または金銭出資を行います。任意組合は、投資家が現物出資または金銭により購入され

た不動産から生じる損益の分配を受ける目的で組成されております。当該不動産の賃貸損益、売却損益等は投資

家に帰属します。

当社グループは、業務執行組合員（理事長）として、任意組合契約に従い、理事長報酬を得ており、また、任

意組合より一括して建物管理を委託され報酬を得ております。また、金銭出資型の場合は当社グループと任意組

合間で不動産の譲渡が発生します。

なお、当連結会計年度における直近の財政状態は以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2026年５月31日）

特別目的会社数 ８組合

直近の決算日における資産総額（単純合算） 1,629百万円

負債総額（単純合算） 86百万円
 

 
②開示対象特別目的会社との取引金額等

当連結会計年度（自　2025年６月１日　至　2026年５月31日）

 主な取引の金額
主な損益

項目 金額

不動産譲渡高（注１） 217百万円 売上高 217百万円
 

（注）１．不動産譲渡高は、譲渡時点の譲渡価額で記載しております。なお、不動産譲渡高は、連結損益計算書　

　　　　　上の売上高に計上されています。

　　　２．上記以外の取引につきましては、金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

 

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

１株当たり純資産額 476円58銭

１株当たり当期純利益 168円91銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

154円36銭
 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
当連結会計年度

(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益
(百万円)

6,684

普通株主に帰属しない金額(百万円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

6,684

普通株式の期中平均株式数（株） 39,574,011

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
(百万円)

－

普通株式増加数（株） 3,731,969

(うち新株予約権）（株） 3,731,969

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要

第5回新株予約権

(決議年月日2024年12月2日、新株

予約権の数810個、普通株式89,100

株)
 
第6回新株予約権

(決議年月日2024年12月2日、新株

予約権の数50個、普通株式5,500

株)
 

（注）株式給付信託（BBT-RS）が保有する当社株式を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控

除する自己株式に含めており、また、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。なお、「１株当たり純資産額」の算定上、控除した当該自己株式の期末株

式数は、当連結会計年度において252,000株です。また、「１株当たり当期純利益」の算定上、控除した当該自

己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度において144,296株です。
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(重要な後発事象)

（1）自己株式の取得

2026年７月15日開催の臨時取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第

156条の規定に基づく自己株式の取得に係る事項について下記のとおり決議いたしました。

 
①自己株式の取得を行う理由

当社は、資本効率の向上及び株主の皆様への利益還元を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的かつ柔

軟な資本政策の実施を可能とすることを目的に、自己株式の取得を行います。

 
　　②取得に係る事項の内容

（１）取得する株式の種類 当社普通株式

（２）取得する株式の総数（上限）
300,000株（発行済株式総数（自己株式を除く）に対す

る割合：0.79%）

（３）株式の取得価額の総額（上限） 100百万円

（４）取得する期間 2026年７月16日～2026年10月30日（予定）

（５）取得の方法

東京証券取引所における市場買付

または

東京証券取引所における自己株式立会外買付取引

（ToSTNeT-３）による買付け
 

（ご参考）現在の自己株式の保有状況（2026年７月15日時点）

発行済株式総数（自己株式を除く） 37,768,728株

自己株式数（注） 4,333,034株
 

（注）自己株式数には株式会社日本カストディ銀行（信託E口）名義の株式給付信託分252,000株を含みます。

 
（2）多額の資金の借入

当社の連結子会社である株式会社シーラは、物件購入資金に充当するため、以下のとおり資金の借入を実行いた

しました。

借入先 オリックス銀行株式会社

借入金額 773百万円

借入実行日 2026年６月24日

返済期限 2027年６月30日

返済方法 期日一括返済

年利率 短期プライムレート＋0.125%

担保、保証の有無 有（保有物件）
 

 
借入先 株式会社SBJ銀行

借入金額 780百万円

借入実行日 2026年６月26日

返済期限 2031年６月26日

返済方法 元金均等返済

年利率 短期プライムレート△0.275%

担保、保証の有無 有（保有物件）
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（3）土地区画整理事業に伴う補償金受取

当社は、2026年６月16日開催の取締役会において、草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業の施行に伴う

建物移転及び土地引渡しに関する事項を決議し、同日付「土地区画整理事業に伴う補償金受取に関するお知らせ」

にて開示したとおり、当社所有の土地に存する建物を移転することとなりました。

これに伴い、土地区画整理法第78条第１項に規定する物件等の明渡しに伴う補償金697百万円を受け取る予定であ

り、2027年５月期中に当該土地の引渡しが完了する見込みであり、引渡し完了時点で営業外収益として計上する予

定であります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】
 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率(％) 担保 償還期限

提出会社 第19回無担保社債
2020年
６月25日

50
(50)

－
(－)

0.20 無担保
2025年
６月25日

提出会社 第20回無担保社債
2021年
８月31日

75
(50)

25
(25)

0.35 無担保
2026年
８月31日

提出会社 第21回無担保社債
2022年
９月28日

150
(60)

90
(60)

0.30 無担保
2027年
９月28日

提出会社 第22回無担保社債
2022年
９月26日

100
(40)

60
(40)

1.05 無担保
2027年
９月24日

株式会社シーラ 第６回無担保社債
2021年
10月29日

45
(30)

15
(15)

0.53 無担保
2026年
10月29日

株式会社シーラ 第７回無担保社債
2021年
12月24日

40
(20)

20
(20)

0.36 無担保
2026年
12月24日

株式会社シーラ
ソーラー

第１回無担保社債
2024年
３月25日

40
(10)

30
(10)

0.56 無担保
2029年
３月23日

株式会社シーラ
ソーラー

第２回無担保社債
2025年
９月25日

－
(－)

46
(7)

1.00 無担保
2032年
９月24日

合計 － －
500
(260)

286
(177)

－ － －
 

(注) １．( )内書きは、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

177 67 17 7 7
 

 
 

【借入金等明細表】
 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,805 7,028 2.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 7,677 7,175 2.7 －

１年以内に返済予定のリース債務 3 84 － －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

22,493 30,493 2.7
2027年６月28日

　～2064年７月４日
リース債務(１年以内に予定のも
のを除く。)

276 925 －
2027年11月30日

　～2039年11月30日

その他有利子負債 － － － －

合計 32,257 45,706 － －
 

(注) １．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　 なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のと

おりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 11,002 6,926 2,960 2,349

リース債務 85 80 79 74

合計 11,087 7,007 3,040 2,424
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

 88/121



(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高(百万円) 19,290 39,331

税金等調整前中間(当期)純利益(百万円) 6,810 7,484

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益(百万円)

6,150 6,684

１株当たり中間(当期)純利益(円) 148.40 168.91
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※２  7,959 ※２  5,323

  売掛金及び契約資産 524 32

  販売用不動産 2,947 ※２  5,164

  開発用不動産 607 ※２  782

  未成工事支出金 1 －

  営業投資有価証券 － 820

  リース投資資産 74 74

  その他 422 291

  貸倒引当金 △139 △18

  流動資産合計 12,399 12,471

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※２  856 ※２  2,508

    減価償却累計額 △482 △489

    建物及び構築物（純額） ※２  374 ※２  2,019

   土地 ※２  1,498 ※２  6,422

   その他 103 197

    減価償却累計額 △84 △81

    その他（純額） 18 116

   有形固定資産合計 1,891 8,558

  無形固定資産 2 2

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※２  688 ※２  385

   関係会社株式 48 4,492

   出資金 48 466

   リース投資資産 979 904

   関係会社長期貸付金 － 2,015

   繰延税金資産 192 238

   投資不動産 452 －

   その他 66 104

   貸倒引当金 △20 △17

   投資その他の資産合計 2,455 8,589

  固定資産合計 4,349 17,150

 資産合計 16,748 29,621
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 ※５  25 －

  買掛金 232 42

  短期借入金 67 ※６  3,528

  1年内返済予定の長期借入金 ※２  1,023 ※２,６  1,659

  1年内償還予定の社債 200 125

  リース債務 75 74

  未払法人税等 207 17

  契約負債 11 1

  前受収益 362 352

  偶発損失引当金 31 －

  役員株式給付引当金 － 15

  その他 166 283

  流動負債合計 2,404 6,099

 固定負債   

  社債 175 50

  長期借入金 ※２  2,022 ※２,６  6,228

  退職給付引当金 21 －

  リース債務 979 904

  その他 79 190

  固定負債合計 3,278 7,372

 負債合計 5,682 13,472

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,300 2,391

  資本剰余金   

   資本準備金 2,272 2,362

   その他資本剰余金 － 5,438

   資本剰余金合計 2,272 7,800

  利益剰余金   

   利益準備金 62 62

   その他利益剰余金   

    別途積立金 4,076 4,076

    繰越利益剰余金 2,329 2,473

   利益剰余金合計 6,467 6,611

  自己株式 － △1,502

  株主資本合計 11,040 15,301

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 25 59

  評価・換算差額等合計 25 59

 新株予約権 － 788

 純資産合計 11,066 16,149

負債純資産合計 16,748 29,621
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2024年６月１日
　至 2025年５月31日)

当事業年度
(自 2025年６月１日
　至 2026年５月31日)

売上高 ※３  5,419 ※３  7,123

売上原価 ※３  4,494 ※３  5,463

売上総利益 924 1,659

販売費及び一般管理費 ※２,３  723 ※２,３  1,244

営業利益 200 415

営業外収益   

 受取利息 2 ※３  44

 受取配当金 16 ※３  8

 為替差益 － 9

 保険解約返戻金 － 2

 投資事業組合運用益 61 25

 物品売却益 － 3

 その他 19 13

 営業外収益合計 100 107

営業外費用   

 支払利息 34 175

 為替差損 7 －

 支払手数料 23 72

 株主優待費用 － 56

 その他 13 6

 営業外費用合計 78 310

経常利益 222 212

特別利益   

 固定資産売却益 ※４  4 ※４  2

 抱合せ株式消滅差益 － ※５  270

 偶発損失引当金戻入益 － ※６  31

 特別利益合計 4 303

特別損失   

 減損損失 － ※12  67

 事務所移転費用 － ※13  44

 固定資産除却損 ※７  6 －

 プロジェクト撤退損 ※８  437 －

 株式交換関連費用 ※９  107 －

 債権放棄損 ※10  226 －

 本社移転費用 ※11  22 －

 特別損失合計 800 111

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △573 404

法人税、住民税及び事業税 184 1

法人税等調整額 △100 13

法人税等合計 84 15

当期純利益又は当期純損失（△） △657 389
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2024年６月１日　至 2025年５月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 2,000 1,972 － 1,972 62 4,076 3,279 7,417

当期変動額         

新株の発行 299 299  299    －

剰余金の配当    －   △130 △130

自己株式の消却   △161 △161     

利益剰余金から資本

剰余金への振替
  161 161   △161 △161

当期純利益又は当期

純損失（△）
   －   △657 △657

合併による増加    －    －

自己株式の取得    －    －

自己株式の処分    －    －

株式交換による増減    －    －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   －    －

当期変動額合計 299 299 － 299 － － △949 △949

当期末残高 2,300 2,272 － 2,272 62 4,076 2,329 6,467
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △161 11,228 24 24 － 11,252

当期変動額       

新株の発行  599  －  599

剰余金の配当  △130  －  △130

自己株式の消却 161 －    －

利益剰余金から資本

剰余金への振替
 －    －

当期純利益又は当期

純損失（△）
 △657  －  △657

合併による増加  －  －  －

自己株式の取得  －  －  －

自己株式の処分  －  －  －

株式交換による増減  －  －  －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 － 1 1 － 1

当期変動額合計 161 △187 1 1 － △186

当期末残高 － 11,040 25 25 － 11,066
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 当事業年度(自 2025年６月１日　至 2026年５月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益剰余

金

当期首残高 2,300 2,272 － 2,272 62 4,076 2,329 6,467

当期変動額         

新株の発行 90 90  90    －

剰余金の配当    －   △245 △245

自己株式の消却         

利益剰余金から資本

剰余金への振替
        

当期純利益又は当期

純損失（△）
   －   389 389

合併による増加    －    －

自己株式の取得    －    －

自己株式の処分   13 13    －

株式交換による増減   5,424 5,424    －

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

   －    －

当期変動額合計 90 90 5,438 5,528 － － 143 143

当期末残高 2,391 2,362 5,438 7,800 62 4,076 2,473 6,611
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 － 11,040 25 25 － 11,066

当期変動額       

新株の発行  181  － △139 41

剰余金の配当  △245  －  △245

自己株式の消却  －    －

利益剰余金から資本

剰余金への振替
 －    －

当期純利益又は当期

純損失（△）
 389  －  389

合併による増加 △1,239 △1,239  －  △1,239

自己株式の取得 △360 △360  －  △360

自己株式の処分 97 110  －  110

株式交換による増減  5,424  － 928 6,352

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

 － 33 33 － 33

当期変動額合計 △1,502 4,260 33 33 788 5,083

当期末残高 △1,502 15,301 59 59 788 16,149
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)　関係会社株式

 移動平均法による原価法

(2)　その他有価証券（営業投資有価証券を含む）

 市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

 
２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産、開発用不動産

個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

 

３. 固定資産の減価償却の方法

(1)　有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　７～47年

(2)　無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア　　　　５年

(3)　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

 

５. 引当金の計上基準

(1)　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)　役員株式給付引当金

当社は、役員株式給付規程に基づく将来の取締役への自社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額を計上しております。

 

６. 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

　　(1)　総合不動産事業

主にマンション、オフィス・商業機能等を持つ複合ビル、新築物件の企画・販売や中古の区分マンションの買

取・販売活動等を行う事業であります。物件を顧客との契約に基づき、引渡すことを履行義務としております。

履行義務は、物件の引き渡しにより充足されるものであり、当該引渡時点において収益を認識しております。
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　　(2)　不動産管理事業

主に賃貸住宅の管理業等を行っており、当該賃貸物件の賃貸管理や建物管理を行うこと等を履行義務としてお

ります。役務提供に係る収益は、時の経過により履行義務が充足されることから、契約期間に渡って収益を認識

しております。

賃貸料収入においては、取得した販売用不動産の保有期間中の賃料収入や、不動産オーナーより借り上げ、施

設利用者への転貸によって得られる賃料収入については「リース取引に関する会計基準(企業会計基準第13号)」

に従って収益を認識しており、顧客との契約から生じる収益の範囲外としております。

　　(3)　建設事業

主に請負工事等においては、顧客との請負契約工事等に基づき、建築工事を行う義務を負っており、当該履行

義務は、工事の進捗に応じて一定の期間にわたり充足されるため、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足

に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務

は、工事完了時に収益を認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、

見積総原価に対する発生原価の割合で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る

ことができないものについては、原価回収基準により収益を認識しております。

 

(重要な会計上の見積り)

(1)販売目的で保有する不動産（棚卸資産）の評価

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

 　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

区分 前事業年度 当事業年度

販売用不動産 2,947 5,164

開発用不動産  607  782
 

 
②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

 ア．算出方法

　　当社の保有する販売用不動産等（販売用不動産及び開発用不動産）については、個別法による原価法（貸

借　対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。事業年度末にお

ける正味売却価額に基づき収益性が低下した場合に簿価の切下げを行い、当該切下げ額を棚卸資産評価損とし

て計上しております。

　　当社の保有する販売用不動産等は、主として新築収益用マンション及び中古区分所有マンション並びに収益

用不動産であり、正味売却価額の算定の基礎となる個々のプロジェクト計画を作成するに当たっては、物件の

立地条件、近隣の物件供給状況や賃料水準等、多くの要因を考慮しております。そのため、将来の景気動向や

不動産市況の悪化等によりその資産価値が著しく低下した場合、翌事業年度の財務諸表において、棚卸資産評

価損の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 イ．主要な仮定

　　正味売却価額の算定に用いた主要な仮定は、事業計画上の販売予定額及び今後見込まれる発生原価等を基礎

としております。販売予定額は、物件ごとの立地、規模、周辺の売買取引実績の他、今後の市場動向等を考慮

して策定した事業計画等を用いて見積りを行っております。

 ウ．翌事業年度の財務諸表に与える影響

   販売用不動産等の評価にあたっては、イに記載の主要な仮定に基づき最善の見積りを行っておりますが、事

業環境の変化等により上記仮定の前提条件等に変更が生じた場合は、翌事業年度以降に簿価切下げ額の計上が

必要となる可能性があります。
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(表示方法の変更)

　当事業年度より、費目別に区分掲記していた「販売費及び一般管理費」について、損益計算書の一覧性及び明瞭

性を高めるため、「販売費及び一般管理費」として一括掲記する方法に変更しております。

　当事業年度より、損益計算書の一貫性及び明瞭性を高めるため、前事業年度において営業外収益の「雑収入」と

して掲記していたものを営業外収益の「その他」に、営業外費用の「雑損失」として掲記していたものを営業外費

用の「その他」に名称を変更して表示しております。

　この結果、前事業年度の財務諸表において、営業外収益に表示していた「雑収入」16百万円は営業外収益「その

他」16百万円とし、営業外費用に表示していた「雑損失」13百万円は営業外費用の「その他」13百万円として組み

替えております。

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取手数料」は金額的重要性が乏しくなった

ため、当事業年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事

業年度の財務諸表の組み替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において「営業外収益」の「受取手数料」に表示していた3百万円は「その

他」として組み替えております。

 
(追加情報)

取締役に対する業績連動型株式報酬制度

「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載し

ているため、注記を省略しております。

 
 

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

短期金銭債権 44百万円 155百万円

短期金銭債務 7 〃 19 〃
 

 
※２ 担保資産及び担保付債務

①  担保に供している資産は、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

定期預金 1,032百万円 1,592百万円

販売用不動産 － 〃 4,422 〃

開発用不動産 － 〃 393 〃

建物及び構築物 88 〃 1,602 〃

土地 546 〃 4,796 〃

計 1,667百万円 12,808百万円
 

 
②  担保付債務は、次のとおりであります。

　

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

１年内返済予定の長期借入金 645百万円 3,374百万円

長期借入金 996 〃 7,063 〃

計 1,642百万円 10,437百万円
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③ 上記の他に、東京不動産信用保証㈱が行う当社顧客に対する手付金の保証行為に対し、当社が保有する同社株

式3百万円を同社に担保として提供しております。

　

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

投資有価証券 3百万円 3百万円
 

 
※３ 保有目的の変更

保有目的の変更により、当事業年度において、有形固定資産の一部1,797百万円（建物及び構築物427百万円、そ

の他３百万円、土地1,366百万円）を流動資産の販売用不動産に、流動資産の販売用不動産の一部2,058百万円を有

形固定資産（建物及び構築物495百万円、土地1,562百万円）に、それぞれ振替えております。

 
※４ 保証債務

当社の物件購入者に対する金融機関からの融資に係る保証債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

物件購入者( 55人) 50百万円 物件購入者( 47人) 40百万円
 

 
※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、前事業年度末残高に含まれてお

ります。

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

支払手形 7百万円 －百万円
 

 
※６ 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。事業年

度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

当座貸越極度額 －百万円 710百万円

借入実行残高 － 〃 594 〃

借入未実行残高 －百万円 116百万円
 

 
(損益計算書関係)

※１　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の　

　　契約から生じる収益の金額は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載しております。

 
※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
 

 
前事業年度

(自 2024年６月１日
至 2025年５月31日)

当事業年度
(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

役員報酬 67百万円 223百万円

給与手当及び賞与 156 〃 227 〃

支払報酬料 63 〃 145 〃

業務委託料 57 〃 124 〃

租税公課 109 〃 155 〃

減価償却費 13 〃 23 〃

役員株式給付引当金繰入額 － 〃 15 〃
 

 
おおよその割合     

販売費 35.5％ 9.8％

一般管理費 64.5％ 90.2％
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※３　関係会社との取引高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年６月１日
至 2025年５月31日)

当事業年度
(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

売上高 1,786百万円 3,029百万円

売上原価 1,420 〃 138 〃

販売費及び一般管理費 23 〃 16 〃

営業取引以外の取引高 242 〃 38 〃
 

 
※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年６月１日
至 2025年５月31日)

当事業年度
(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

土地 0百万円 －百万円

建物 3 〃 － 〃

車両運搬具 0 〃 2 〃

計 4百万円 2百万円
 

 

 
※５　抱合せ株式消滅差益

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

　2025年12月１日付で当社の連結子会社であった株式会社シーラテクノロジーズを吸収合併したことにより、抱

合せ株式消滅差益270百万円を特別利益へ計上しております。

 
※６　偶発損失引当期戻入益

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

経営統合以前において、当時の代表取締役社長、及び元当社従業員が、出資の受入れ、預り金及び金利等の取

締りに関する法律（以下「出資法」という。）違反等の容疑により2023年７月５日に東京地方検察庁に起訴され

たことを受け、当該事案に関連して、元融資先から損害賠償請求等を受ける可能性があったことから、将来の請

求等に対する損失に備えるため偶発損失引当金を計上しておりました。当事業年度末において、将来における損

害賠償請求等がなされる可能性は相当程度低くなったと判断したことから、当該引当金を取り崩したものであり

ます。

 
※７ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 2024年６月１日
至 2025年５月31日)

当事業年度
(自 2025年６月１日
至 2026年５月31日)

構築物 6百万円 －百万円
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※８ プロジェクト撤退損

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

前事業年度において、当社が手掛けているマンション開発プロジェクト（千葉県習志野市）において、建設コ

スト増加を含め、建築関連を取り巻く環境が大きく変更されたことにより、工事施工会社との工事請負契約を解

除し、開発用不動産に計上した帳簿価額を減額し、当該簿価切下額をプロジェクト撤退損として特別損失に計上

しております。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

該当事項はありません。

 
※９ 株式交換関連費用

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

前事業年度において、株式会社シーラテクノロジーズとの株式交換契約締結に伴う、弁護士等の各専門家への

コンサルティングに関する費用等について、株式交換関連費用として特別損失に計上しております。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

該当事項はありません。

 
※10 債権放棄損

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

前事業年度において、当社の非連結子会社「莉斐股份有限公司」（本社：台湾台北市）について、同社の事業

を休止することを決定しました。合わせて債権及び債務を清算することに伴い、当社が現地銀行からの借入金返

済の一部を負担したため、債権放棄損として特別損失に計上しております。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

該当事項はありません。

 
※11 本社移転費用

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

株式会社シーラテクノロジーズとの経営統合に伴う本社移転に関連する費用について、前事業年度において、

本社移転費用として特別損失に計上しております。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

該当事項はありません。

 
※12　減損損失

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

 
用途 種類 場所 減損損失

賃貸用資産
建物及び構築物、
土地

埼玉県 67百万円
 

当社は原則として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を単位として、グルーピングを行ってお

ります。

回収可能額は正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価額は不動産鑑定評価額等合理的に算

定された金額を使用しております。また、使用価値によって測定している固定資産グループは、将来キャッシュ

フローがマイナスと見込まれるため、回収可能価額をゼロとして評価しております。
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※13　事務所移転費用

前事業年度(自 2024年６月１日至 2025年５月31日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自 2025年６月１日至 2026年５月31日)

事務所移転費用は、主に当社の小伝馬町オフィス移転に伴う損失等であります。

 
(有価証券関係)

前事業年度(2025年５月31日)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載し

ておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりであります。

区分
前事業年度
（百万円）

子会社株式 48

関連会社株式 －

計 48
 

 
当事業年度（2026年５月31日）

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載し

ておりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりであります。

区分
当事業年度
（百万円）

子会社株式 4,482

関連会社株式 9

計 4,492
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
 

 
前事業年度

(2025年５月31日)
当事業年度

(2026年５月31日)

繰延税金資産     

未払事業税 14百万円 －百万円

偶発損失引当金 9 〃 － 〃

貸倒引当金 50 〃 11 〃

減価償却超過額 4 〃 2 〃

退職給付引当金 6 〃 － 〃

減損損失 81 〃 240 〃

プロジェクト撤退損 133 〃 － 〃

本社移転費用 4 〃 － 〃

投資有価証券評価損 － 〃 25 〃

関係会社株式評価損 277 〃 120 〃

繰越欠損金（注） － 〃 58 〃

その他 19 〃 31 〃

繰延税金資産小計 602百万円 490百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 － 〃 － 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △400 〃 △233 〃

繰延税金資産合計 201百万円 257百万円

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額 △9百万円 △18百万円

繰延税金負債合計 △9百万円 △18百万円

繰延税金資産の純額 192百万円 238百万円
 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年５月31日)
 

当事業年度
(2026年５月31日)

法定実効税率 －   30.62％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 －   1.09％

住民税均等割 －   0.37％

評価性引当額の増減 －   △11.60％

抱合せ株式消滅差益 －   △20.45％

その他 －   2.87％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －   2.90％
 

注：前連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載しておりません。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

(株式交換)

当社は、2024年12月２日開催の取締役会、及び2025年２月14日開催の臨時株主総会の特別決議において、当社を

株式交換完全親会社とし、株式会社シーラテクノロジーズ（以下「シーラテクノロジーズ」という）を株式交換完

全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」という）を行うことを決議し、2025年６月１日を効力発生日として

株式交換を行いました。

詳細については「１　連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであ

ります。

 
(共通支配下の取引等）

2025年９月17日開催の取締役会において、当社を存続会社、当社の連結子会社である株式会社シーラテクノロ

ジーズ（以下「シーラテクノロジーズ」といいます。）を消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいま

す。）を決議し、2025年12月１日を効力発生日として、吸収合併を行いました。

詳細については「１　連結財務諸表等　(１)連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであ

ります。

なお、当該取引により抱合せ株式消滅差益270百万円を特別利益に計上しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

連結財務諸表「注記事項（重要な後発事象）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 856 2,328
676
(1)

2,508 489 65 2,019

工具、器具及び備品 18 114 9 123 26 5 97

土地 1,498 6,356
1,432
(65)

6,422 － － 6,422

その他 84 26 37 74 55 6 18

有形固定資産計 2,458 8,826
2,155
(67)

9,129 570 78 8,558

無形固定資産 4 － － 4 2 0 2
 

(注)１．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額には、株式会社シーラテクノロジーズとの合併による増加額が次のとおり含まれております。

建物 1,069百万円

工具、器具及び備品 36百万円

土地 2,549百万円

有形固定資産その他 15百万円
 

３．当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 一棟収益ビル (２棟) 442百万円

 棚卸資産からの振替 495百万円

工具、器具及び備品 本社資産 62百万円

土地 一棟収益ビル (２棟) 2,244百万円
 

４．当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。

建物 棚卸資産への振替 427百万円

土地 棚卸資産への振替 1,366百万円
 

 
【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 160 35 － 160 35

偶発損失引当金 31 － 31 － －

役員株式給付引当金 － 15 － － 15
 

(注) １．貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替えによる戻入額であります。

２．偶発損失引当金の当期減少額（目的使用）は、目的使用による取崩額及び一般債権の貸倒実績率による洗替

額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ６月１日から５月31日まで

定時株主総会 ８月中

基準日 ５月31日

剰余金の配当の基準日 11月30日 ５月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

  取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行　証券代行部

  株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行　証券代行部

  取次所 －

  買取手数料 無料

公告掲載方法

①  当会社の公告は、電子公告により行う。

② やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に

掲載する方法により行う。

  当社の公告掲載URLは次のとおり。 https://syla-holdings.jp

株主に対する特典 (注)２
 

(注)１.　当社の株式は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

 
２.　当社は、2026年５月期において、2025年11月30日を基準日とした株主優待を実施いたしました。

また、2027年５月期における株主優待制度について、2026年７月15日及び2026年７月31日開催の取締役会に

おいて、下記のとおり決定いたしました。

 
（旧）株主優待制度

2026年5月期株主優待制度の内容について

①「デジタルギフト®」の贈呈

下記基準日時点で以下の通り当社株式を保有されている株主様に対し、保有株式数に応じてデジタルギフト®を贈呈

いたします。なお、デジタルギフト®は株式会社デジタルプラスの登録商標です。

（基準日）2025年11月30日

保有株式数 優待内容

200株以上 デジタルギフト®500円分

300株以上 デジタルギフト®1,000円分

400株以上 デジタルギフト®2,000円分

500株以上 デジタルギフト®5,000円分

700株以上 デジタルギフト®7,000円分

900株以上 デジタルギフト®10,000円分
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②「利回りくんコイン」の贈呈（当社グループサービスの「利回りくん」登録株主限定）

上記①の対象となる株主様のうち、当社連結子会社である株式会社シーラが運営する不動産クラウドファンディン

グサービス「利回りくん」において、仮登録（※１）および本登録（※２）の手続きを完了されている方を対象に、

同サービス内でご利用いただける電子ポイント「利回りくんコイン」を追加で贈呈いたします。

（※１）仮登録とは、メールアドレスをご登録いただく簡易な手続きです。

（※２）本登録とは、本人確認書類（運転免許証など）をWEB上でアップロードのうえ必要情報を入力し、登録を完了

する手続きです。

保有株式数 優待内容

200株以上 500利回りくんコイン

300株以上 1,000利回りくんコイン

400株以上 2,000利回りくんコイン

500株以上 5,000利回りくんコイン

700株以上 7,000利回りくんコイン

900株以上 10,000利回りくんコイン

2,000株以上 15,000利回りくんコイン
 

（※３）本優待は、デジタルギフト®と株主番号が同一で、基準日現在に200株以上保有されている株主様が対象で

す。

（※４）「利回りくん」は、株式会社シーラが運営する不動産クラウドファンディングサービスです。1口1万円相当

（利回りくんコインまたは現金による出資）から投資が可能で、スマートフォンひとつで不動産投資を始め

られる利便性や、厳選された投資案件の提供により、累計登録会員数28万人超（2025年５月末時点）を誇る

国内最大級のプラットフォームです。

（※５）「利回りくんコイン」は、「利回りくん」上での投資申込などにご利用いただける電子ポイントで1コイン＝

１円としてご利用いただけます。

なお、「利回りくん」の詳細は以下のWEBサイトをご覧ください。

URL：https://rimawarikun.com

 
（新）株主優待制度

2027年5月期株主優待制度の内容について

(１)対象となる株主様

下記基準日時点で以下の通り当社株式を保有されている株主様に対し、保有株式数に応じた「利回りくんコイ

ン」（※１）を贈呈いたします。なお、2026年5月期の株主優待において実施しましたデジタルギフトの贈呈におき

ましては、当事業年度より廃止いたします。

【基準日】2026年11月30日

(※１)「利回りくんコイン」は、「利回りくん」上での投資申込みにご利用いただける電子ポイントで、１コイン＝

１円としてご利用いただけます。

 
(２)株主優待の贈呈時期

対象となる株主様には、2027年１月下旬（予定）に配当金支払通知に同封して、「株主優待のご案内」を郵送い

たします。「利回りくん」の詳細につきましては、以下のWEBサイトをご覧ください。

URL：https://rimawarikun.com

 
(３)株主優待の内容

当社連結子会社である株式会社シーラが運営する、不動産クラウドファンディングサービス「利回りくん」(※

２)サービス内でご利用いただける電子ポイント「利回りくんコイン」を贈呈いたします。

なお、株主優待で贈呈する「利回りくんコイン」については、以下２点の制限を設けさせていただきます。

①引換え期日は、「株主優待のご案内」到着後から2027年５月１日（利用期日は2027年５月15日まで）の間とさ

せていただきます。

②株主優待で贈呈した「利回りくんコイン」のご利用時には、利用する「利回りくんコイン」と同額以上の現金

でのご出資を条件とさせていただきます。
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（※２）「利回りくん」は、株式会社シーラが運営する不動産クラウドファンディングサービスです。１口１万円相

当（「利回りくんコイン」または現金による出資）から投資が可能で、スマートフォンひとつで不動産投資

を始められる利便性や、厳選された投資案件の提供により、累計登録会員数28万人超（2025年５月末時点）

を誇る国内最大級の不動産クラウドファンディングプラットフォームです。

保有株式数 優待内容

200株以上 1,000利回りくんコイン

300株以上 2,000利回りくんコイン

400株以上 5,000利回りくんコイン

500株以上 10,000利回りくんコイン

700株以上 15,000利回りくんコイン

900株以上 20,000利回りくんコイン

1,000株以上 25,000利回りくんコイン
 

 
長期保有株主優待制度

１．長期保有株主優待制度の内容

（１）対象となる株主様

１年、３年、または５年継続保有株主様のうち、500株以上の当社株式をお持ちの株主様

 
（２）贈呈する長期保有株主優待品

継続保有年数および保有株式数に応じたデジタルギフト®

なお、デジタルギフト®は株式会社デジタルプラスの登録商標です。

 
（３）長期保有株主優待のお受け取り方法

対象となる株主様には、「株主優待のご案内」に同封して「長期保有株主様向け優待のご案内」を郵送いたし

ます。

「長期保有株主様向け優待のご案内」に記載の手順に従って、WEB上でご希望の品目をご選択のうえ、必ず選択

期間内に受取手続きを完了いただきますようお願いいたします。選択期間の詳細につきましては、「長期保有株

主様向け優待のご案内」の記載内容および『（４）長期保有株主優待の引換可能期間』をご参照ください。

保有株式数 現行
新設する長期保有優遇(デジタルギフト®)

１年継続追加優待 ３年継続追加優待 ５年継続追加優待

200株以上 1,000利回りくんコイン - - -

300株以上 2,000利回りくんコイン - - -

400株以上 5,000利回りくんコイン - - -

500株以上 10,000利回りくんコイン 500円分 1,000円分 2,000円分

700株以上 15,000利回りくんコイン 500円分 1,000円分 2,000円分

900株以上 20,000利回りくんコイン 500円分 1,000円分 2,000円分

1,000株以上 25,000利回りくんコイン 1,000円分 2,000円分 5,000円分

2,000株以上 25,000利回りくんコイン 2,000円分 5,000円分 15,000円分
 

対象となる交換先は次の予定です。なお、交換先につきましては、今後変更の可能性があります。

Amazon ギフトカード / Google Play ギフトコード / PayPay マネーライト / QUO カード Pay / d ポイント/ au

PAY ギフトカード / プレイステーション®ストア チケット / Uber Taxi ギフトカード / Uber Eats ギフトカード /

Visa e ギフト vanilla / すかいらーくご優待券 / 図書カード NEXT / 選べるおいしいお肉カード / 選べるお取り

寄せスイーツカード / 選べるお取り寄せグルメカード / 選べるブランド肉カード /オイシックスギフトコード/

ビットコイン by bitFlyer（※１）/ ビットコイン / ビットコインキャッシュ/ リップル / イーサリアム / ライト

コイン by CoinTrade（※２）

（※１、※２）お受け取りにあたっては暗号資産取引所の口座を開設していただく必要がございます。

 
（４）長期保有株主優待の引換可能期間

配布日から同年の５月１日まで（休日の場合は前営業日までとします）
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２．継続保有の条件

（１）継続保有期間1年以上

５月末日、11月末日の株主名簿に、同一の株主番号で、３回以上連続して記録されることとします。

 
（２）継続保有期間３年以上

５月末日、11月末日の株主名簿に、同一の株主番号で、７回以上連続して記録されることとします。

 
（３）継続保有期間５年以上

５月末日、11月末日の株主名簿に、同一の株主番号で、11回以上連続して記録されることとします。

 
（４）贈呈内容の判定

上記（１）～（３）それぞれの条件を満たした株主様に、直近基準日の保有株数に応じて贈呈します。

（ご参考）継続保有３年以上の事例

2023年11月末500株、2024年５月末100株、2024年11月末100株、2025年５月末100株、2025年11月末100株、

2026年５月末100株、2026年11月末500株で７回連続同一株主番号の株主様におかれましては、2026年11月末基

準日の株主優待で、従来の制度による10,000利回りくんコインに加えて３年継続優待デジタルギフト1,000円

分の株主優待を贈呈します。

 
３．実施時期

2026 年11月末日を基準日とする株主優待から長期保有株主優待制度による追加贈呈を開始いたします。2025年11

月末日から連続して保有されている方は１年保有に係る追加贈呈、2023年11月末日から連続して保有されている方

は３年保有に係る追加贈呈の対象となります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第47期)(自 2024年６月１日 至 2025年５月31日)2025年８月28日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度(第47期)(自　2024年６月１日　至　2025年５月31日)2025年８月29日関東財務局長に提出

(3) 内部統制報告書及びその添付書類

2025年８月28日関東財務局長に提出

(4) 半期報告書及び確認書

(第48期中)(自 2025年６月１日 至 2025年11月30日)2026年１月14日関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書

2025年９月８日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。

2025年９月17日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づ

く臨時報告書であります。

2025年10月16日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。

2025年10月28日関東財務局長に提出

　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づく臨

時報告書であります。

(6) 自己株券買付状況報告書

2025年８月15日関東財務局長に提出

2025年９月８日関東財務局長に提出

2025年10月３日関東財務局長に提出

2025年11月６日関東財務局長に提出

2026年２月３日関東財務局長に提出

2026年３月４日関東財務局長に提出

2026年４月３日関東財務局長に提出

2026年８月14日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2026年８月28日

株式会社シーラホールディングス

取締役会　御中

RSM清和監査法人

　東京事務所

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  中　村　直　樹  

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  津　田　格　朗  

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シーラホールディングスの2025年６月１日から2026年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社シーラホールディングス及び連結子会社の2026年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

EDINET提出書類

株式会社シーラホールディングス(E03989)

有価証券報告書

113/121



 

 
株式交換に関する会計処理

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

【注記事項】 (企業結合等関係) に記載されていると
おり、会社は、2025年６月１日付で、会社を株式交換完
全親会社、株式会社シーラテクノロジーズを株式交換完
全子会社とする株式交換を実施している。　
　当該株式交換について、会社は「企業結合に関する会
計基準」(企業会計基準第21号)及び「企業結合会計基準
及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計
基準適用指針第10号)に基づき、株式会社シーラテクノ
ロジーズを取得企業、会社を被取得企業とする逆取得の
会計処理を行っている。当連結会計年度の連結貸借対照
表には受け入れた資産17,157百万円及び引き受けた負債
5,682百万円が計上され、連結損益計算書には負ののれ
ん発生益7,909百万円及び段階取得に係る差損2,259百万
円が計上されている。
　当該株式交換は、会社が自社の株式を対価として株式
会社シーラテクノロジーズを追加取得する法的形式であ
るが、会計上は逆取得となる企業結合であると会社は判
断している。また、当該判断における取得原価の算定
は、株式交換比率を基礎として計算された企業結合日の
持分比率に基づいて行う必要がある。当該判断や取得原
価の算定には、専門的な会計知識が必要であるため、会
計基準の適用を誤る可能性がある。
　また、受け入れた資産のうち、特に土地及び建物の時
価については金額的重要性が高いため、その評価額は負
ののれん発生益の計上額に大きな影響を及ぼす。
　当監査法人は、逆取得に係る会計処理の複雑性及び負
ののれん発生益に重要性があることから、当該株式交換
に関する会計処理の妥当性が、当連結会計年度の連結財
務諸表監査において特に重要であり、株式交換に関する
会計処理が監査上の主要な検討事項に該当すると判断し
た。
 

 

 

 

 

 
 

当監査法人は、株式会社シーラテクノロジーズとの株
式交換に関する会計処理の妥当性を検討するに当たっ
て、主として以下の監査手続を実施した。
株式交換に係る契約書その他の関係書類の内容を検討
し、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21
号)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に
関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号)に規定
されている取得企業の決定基準に基づいて取得企業が決
定されていることを確かめた。また、取得に関する会計
処理が、会計基準等に照らして適切に実施されているか
どうかを検討した。
被取得企業の取得原価の妥当性について、以下の監査
手続を実施した。
・株式交換比率の算定に際して利用した独立した第三者
算定機関について、経営者の利用する専門家としての
適切性を検討した。また、当該専門家の作成した算定
書をレビューし、株式交換比率の算定方法の適切性を
検討した。

・取得の対価となる財の時価が、株式交換完全親会社(被
取得企業)の株主が結合後企業(株式交換完全親会社)に
対する実際の議決権比率と同じ比率を保有するのに必
要な数の株式交換完全子会社(取得企業)の株式を、株
式交換完全子会社(取得企業)が交付したものとみなし
て算定されていることを確かめた。
 
取得により受け入れた土地及び建物の時価の合理性を
検討するため、経営者の利用する専門家としての適切性
を評価するとともに、当該専門家の作成した不動産鑑定
書その他時価に関する資料を閲覧し検討した。 
受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額
に持分比率を乗じた金額と取得原価との差額によって、
負ののれん発生益が正確に算定されているかどうかを検
証した。 
取得企業の決定に関する判断および株式交換に係る一
連の会計処理について、当監査法人の品質管理部門への
専門的な見解の問い合わせを実施した。
 

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。 

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。 

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務

諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠

を入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び

査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。 
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社シーラホールディン

グスの2026年５月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

当監査法人は、株式会社シーラホールディングスが2026年５月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に

準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施

する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及

び適用される。 

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての

内部統制報告書の表示を検討する。 

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため

に、内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任

がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

 

＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、当連結会計年度の会社及び子会社の監査証明

業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレートガバナンスの状況

等（3）【監査の状況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
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い。

以　上
 

 

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年８月28日

株式会社シーラホールディングス

取締役会　御中

RSM清和監査法人

　東京事務所

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  中　村　直　樹  

指定社員
業務執行社員

 公認会計士  津　田　格　朗  

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シーラホールディングスの2025年６月１日から2026年５月31日までの第48期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社シーラホールディングスの2026年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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販売用不動産等の評価 

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

当事業年度の貸借対照表において、販売用不動産
5,164百万円及び開発用不動産782百万円（以下、「販売
用不動産等」という。）が計上されており、その合計額
の総資産に占める割合は約20.0％である。
　販売用不動産等の評価に関しては、注記事項(重要な
会計上の見積り)の「②識別した項目に係る重要な会計
上の見積りの内容に関する情報」に記載のとおり、将来
の景気動向や不動産市況の悪化等によりその資産価値が
著しく低下する可能性がある。
　販売用不動産等の正味売却価額は、事業計画上の販売
予定額及び今後見込まれる発生原価等を基礎としてお
り、販売予定額は、物件ごとの立地、規模、周辺の売買
取引実績の他、今後の市場動向等を考慮して策定した事
業計画等を用いて見積もられているが、これらの仮定に
は経営者の予測や主観的な判断が含まれており、不確実
性を伴う。
　当監査法人は、販売用不動産等の貸借対照表における
重要性、並びに正味売却価額の見積りには不確実性が伴
うことから、当事業年度の財務諸表監査において特に重
要であり、販売用不動産等の評価が監査上の主要な検討
事項に該当すると判断した。 
 

 

 
 

当監査法人は、販売用不動産等の評価の合理性を検討
するに当たって、主として以下の監査手続を実施した。
 
販売用不動産等の評価に係る内部統制の整備状況及び
運用状況の有効性を評価した。
販売用不動産等の評価の基礎となる正味売却価額の見
積りに利用した一定の仮定について、任意に抽出した不
動産物件に対して以下の手続を実施した。 
・経営者が実施する販売用不動産等の評価プロセスの有
効性を検討するために、前期の販売用不動産等の評価
と当期の販売実績を比較した。

・経営者が想定した将来の景気動向や今後の市場動向、
不動産価格に関する見通し等の仮定を理解し合理性を
評価するため、経営者に質問を行うとともに、関連す
る資料の閲覧を行った。

・販売予定額の妥当性を検討するため、周辺売買事例、
同種物件の販売実績や会社以外の情報源から入手した
業界情報等との比較を行った。

・外部の不動産評価の専門家を利用している場合、不動
産鑑定評価額等の専門家による評価結果について、関
連する資料の閲覧、外部機関が公表している情報等と
の比較を行った。

・正味売却価額に含まれる直接販売経費の見積りの適切
性を検討した。また、開発用不動産における今後発生
原価については工事契約書等と照合を行った。
 

 

 
その他の事項

会社の2025年５月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して2025年８月28日付けで無限定適正意見を表明している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。 

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会

計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。 

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

 

※１．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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